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3.5. なし 

3.5.1. 対象国・地域の市場実態 

(1) 日本側の供給力、及び対象国の生産量・輸出入量・販売量の動向 

なしはバラ科ナシ属に属し、日本なし、中国なし、西洋なしに分かれる。これらのうち、

日本及び台湾で生産・消費されているのは、主に日本なしである。さらに日本なしは果皮

の色によって青なしと赤なしに分類される。青なしは種類が少なく 20 世紀がその代表的な

品種であり、多くの品種は幸水、豊水、新高、南水、愛宕といった赤なしである。 

まず、日本におけるなしの供給力を示すデータとして、日本なしの収穫量と出荷量の推

移を表 3.5-1 及び表 3.5-2 に（2001 年から 2006 年までは品種別のデータも併せて記載）、

さらに主要産地別の出荷量の推移を表 3.5-3 に、それぞれ示す。 

 

表 3.5-1 日本におけるなしの収穫量の推移（数量（トン））10 
2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年

日本なし　計 368,200 375,700 332,200 328,100 362,400 291,400 296,800 328,200 317,900 258,700
長十郎 6,080 n. a. n. a. n. a. n. a. n. a. n. a. n. a. n. a. n. a.
幸水 125,300 132,100 122,200 121,100 129,600 98,400 n. a. n. a. n. a. n. a.
新水 3,190 n. a. n. a. n. a. n. a. n. a. n. a. n. a. n. a. n. a.
豊水 104,800 110,700 88,700 98,400 107,100 87,300 n. a. n. a. n. a. n. a.
二十世紀 61,800 54,800 46,800 45,900 48,400 39,300 n. a. n. a. n. a. n. a.
新高 33,000 34,700 34,300 29,600 37,400 32,400 n. a. n. a. n. a. n. a.
その他 34,200 43,400 40,200 33,100 39,900 34,000 n. a. n. a. n. a. n. a.  

 

表 3.5-2 日本におけるなしの出荷量の推移（数量（トン））10 
2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年

日本なし　計 340,400 346,000 305,300 300,800 333,000 266,600 272,300 301,700 292,700 238,800
長十郎 4,750 n. a. n. a. n. a. n. a. n. a. n. a. n. a. n. a. n. a.
幸水 117,100 123,000 114,100 112,800 120,700 91,100 n. a. n. a. n. a. n. a.
新水 2,780 n. a. n. a. n. a. n. a. n. a. n. a. n. a. n. a. n. a.
豊水 97,900 103,400 82,000 91,100 99,000 80,600 n. a. n. a. n. a. n. a.
二十世紀 56,400 49,500 42,400 41,500 43,800 35,400 n. a. n. a. n. a. n. a.
新高 30,500 32,000 31,800 26,900 34,500 29,900 n. a. n. a. n. a. n. a.
その他 30,800 38,100 35,000 28,500 35,100 29,700 n. a. n. a. n. a. n. a.  
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表 3.5-3 日本におけるなしの産地別出荷量の推移（数量（トン））10 

2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年
全国計 346,000 305,300 300,800 333,000 266,600 272,300 301,700 292,700 238,800
　宮城 3,640 3,220 3,310 3,520 2,980 2,850 2,990 3,330 2,950
　秋田 3,830 3,870 1,800 2,660 3,100 3,530 3,720 2,930 2,560
　山形 1,470 1,510 497 1,360 1,370 1,580 1,670 1,500 1,250
　福島 23,800 23,900 24,600 25,900 20,500 21,100 23,500 23,700 21,500
　茨城 37,000 32,300 34,400 37,000 27,700 27,400 31,500 30,800 24,000
　栃木 24,800 21,100 22,800 24,200 17,600 20,800 21,900 21,600 20,400
　群馬 6,830 5,960 6,260 6,250 5,440 4,940 5,300 5,250 4,010
　埼玉 16,600 14,700 15,000 15,400 10,800 10,400 12,000 11,700 8,660
　千葉 40,900 31,500 38,300 38,900 33,300 34,700 37,400 38,200 30,400
　東京 2,580 2,160 2,360 2,590 2,040 2,210 2,190 1,990 1,710
　神奈川 6,060 5,440 5,790 5,920 5,120 5,620 5,830 5,610 5,100
　新潟 14,500 15,600 12,200 16,700 13,900 13,400 16,700 14,500 12,300
　富山 4,330 3,700 3,420 4,350 2,910 3,720 4,880 4,570 3,770
　石川 4,470 4,050 3,830 4,110 3,520 3,380 3,920 3,850 2,950
　福井 1,580 1,510 1,250 1,530 1,360 1,360 1,450 1,420 1,110
　長野 22,200 18,600 17,400 21,200 17,000 17,400 18,400 15,600 14,800
　岐阜 2,980 2,660 2,300 2,840 2,530 2,800 2,920 2,680 1,640
　愛知 9,690 8,500 8,110 9,160 7,300 6,950 7,400 7,120 6,380
　滋賀 910 548 682 738 674 762 884 928 798
　京都 2,030 1,880 1,620 2,020 1,670 2,010 1,790 1,850 984
　兵庫 2,180 1,920 1,700 1,690 1,310 1,860 1,750 1,830 1,140
　鳥取 33,200 28,500 26,200 27,400 21,800 22,600 22,600 20,400 14,600
　広島 4,370 3,760 2,880 3,350 2,680 2,520 3,000 2,800 2,300
　徳島 7,310 5,850 5,450 5,490 4,610 4,810 6,160 6,000 5,120
　香川 718 695 596 537 479 475 491 520 405
　福岡 12,800 12,100 11,100 12,200 9,730 9,580 10,800 11,200 8,740
　佐賀 8,560 7,600 7,560 8,540 6,210 5,990 6,780 5,830 4,490
　長崎 1,450 1,240 1,040 1,200 948 823 1,300 1,000 910
　熊本 11,400 10,300 8,710 11,300 10,100 8,470 10,700 11,000 7,420
　大分 10,700 10,400 7,440 10,200 8,220 8,160 9,460 9,590 7,330  

 

このように、若干の波があるものの、2000 年代を通して日本なしの収穫量・出荷量は減

少傾向にあることがわかる。産地別に見ても、主要産地（千葉県、福島県、茨城県、栃木

県、長野県など）は全国の動向とほぼ軌を一にしており、いずれも出荷量は減少しつつあ

る状況である。また品種については、2006 年時点では幸水がもっとも多く、次いで豊水、

20 世紀、新高という順になっている（20 世紀は青なし、他は赤なしである）。 

また、日本から各国・地域へのなし輸出量（数量及び金額）の推移を表 3.5-9 及び表 3.5-5

に示す。ここからわかるように、現状では香港及び台湾への輸出が主であり、かつて多か

った米国向けの輸出は 2000 年代を通して年々減少している。 
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表 3.5-4 日本からのなしの国別輸出量の推移（数量（トン））14 

輸入相手国 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年
香港 1,650.4 681.3 385.3 769.4 627.0 929.0 682.0 949.6 353.7 310.5
台湾 556.4 724.6 1,072.0 908.0 401.1 824.2 563.6 566.0 254.9 223.2
アメリカ合衆国 366.6 403.3 370.6 367.8 285.9 275.8 201.5 125.5 69.3 15.0
タイ 4.5 7.9 3.8 18.5 5.6 9.1 10.3 12.9 4.0 7.2
シンガポール 26.5 8.3 12.3 11.9 7.0 19.7 14.3 8.2 6.2 7.0
中華人民共和国 0.0 0.0 25.3 26.7 12.9 13.5 7.8 12.4 11.9 5.0
グアム（米） 7.0 9.0 4.0 5.1 4.5 5.0 5.0 5.0 0.0 4.6
ロシア 0.0 0.0 0.0 0.0 3.0 13.2 7.2 2.0 0.5 1.5
北マリアナ諸島（米） 4.3 4.0 0.8 1.3 1.0 1.0 0.8 0.0 0.8 0.5
アラブ首長国連邦 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.5 5.3 0.9 0.2 0.0
オマーン 0.0 0.2 0.1 0.5 0.7 0.7 0.6 0.1 0.1 0.0
スイス 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.3 0.0
カナダ 0.0 0.0 28.0 28.0 7.0 0.0 22.4 0.0 0.0 0.0
オーストラリア 31.0 47.7 16.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
大韓民国 0.0 0.0 32.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
オランダ 14.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
マレーシア 3.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
北朝鮮 0.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
合計 2,664 1,886 1,951 2,137 1,356 2,092 1,521 1,683 702 574  

 

表 3.5-5 日本からのなしの国別輸出額の推移（金額（百万円））14 

輸入相手国 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年
香港 454.0 212.3 125.3 266.0 224.2 381.3 280.3 334.6 165.8 153.1
台湾 162.0 255.7 387.6 370.9 171.0 398.3 279.0 279.4 147.4 127.4
アメリカ合衆国 118.6 127.0 122.3 125.1 117.2 120.6 83.4 47.6 33.0 5.7
タイ 1.9 2.8 1.7 6.5 3.5 5.6 4.4 6.3 2.5 4.6
シンガポール 6.8 2.1 3.1 3.3 2.4 7.5 4.6 2.4 2.7 3.2
中華人民共和国 0.0 0.0 13.1 9.6 5.2 5.0 2.6 4.4 4.9 2.0
グアム（米） 3.0 3.6 1.5 2.1 1.6 1.7 1.6 1.4 0.0 1.2
ロシア 0.0 0.0 0.0 0.0 1.2 5.3 3.6 0.9 0.6 0.6
北マリアナ諸島（米） 1.7 1.5 0.3 0.5 0.5 0.5 0.3 0.0 0.4 0.3
アラブ首長国連邦 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.5 2.1 1.3 0.4 0.0
オマーン 0.0 0.5 0.3 2.2 2.9 3.0 2.6 0.3 0.2 0.0
スイス 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 0.0
カナダ 0.0 0.0 11.4 9.8 3.0 0.0 2.1 0.0 0.0 0.0
オーストラリア 9.9 18.2 7.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
大韓民国 0.0 0.0 6.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
オランダ 2.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
マレーシア 0.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
北朝鮮 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
合計 762 624 681 796 533 929 667 679 358 298  
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さらに、台湾におけるなしの生産量の推移を表 3.5-6 及び図 3.5-1 に示す。なしの生産

量は、2005 年よりわずかに増加傾向にあることがわかる。 

 

表 3.5-6 台湾におけるなし生産量の推移（数量（トン））16 

品目 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年
なし 122,957 122,138 124,873 113,183 126,628 150,429 138,381 153,450  
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図 3.5-1 台湾におけるなし生産量の推移（数量）16 

 

なしは、台湾で生産されている主要な果物の一つである。元来温帯の植物であり、台湾

では台中県の山脈地帯である梨山一帯を中心に、古くから中部地域で栽培が行われてきた。

近年は、山脈地帯のみならず平野部にも栽培が広がっているが、亜熱帯の平野部でも高品

質のなしを生産するために、在来の親木に温帯のなしの穂木を毎年接ぎ木して開花・結実

させるという栽培方法がとられている37。 

台湾政府は、国内のなし栽培については今後生産調整を実施して、一定の供給量を維持

する意向のようである。行政院農業委員会が設定・公表している「2011 年度農業生産目標」

によると、なしについては今後も主に内需向けに絞るものとし、生産過剰にならぬよう生

産量の目標値を定めて調整を行うとしている。 

同時に、国内生産の保護のため、なしの輸入については WTO 加盟後も関税割当制度を維

持している。WTO 加盟後に数量枠が拡大され（現状で 9,800 トン）、この枠内であればど

                                                  
37 この接ぎ木のために、日本の鳥取県などから、花芽のついた赤なしの穂木を大量に輸入

している。 
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の国から輸入する場合も関税は 18%となっているが、枠外の輸入については 49 台湾元/kg

の重量税が適用される。そのため、現状の輸入はほぼ枠内のみで行われており、後述する

ように近年は 1 万トン弱ほどで推移している。すなわち、全供給量に占める輸入なしの比

率は 1 割以下となる。なお、台湾からのなし輸出量は年間およそ数十トンほどで推移して

おり、全生産量に占める割合はわずかなものである。 

日本から台湾へのなしの輸出量及び輸出額の推移を、表 3.5-7 及び図 3.5-2、図 3.5-3 に

示す。台湾の WTO 加盟後、2004 年までは輸出が増大していたが、それをピークとして 2006

年には数量で 400 トン台にまで落ち込み、2007 年に一旦回復するものの、その後 2011 年

まで数量・金額ともに低下傾向にある。 
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表 3.5-7 日本からのなしの台湾向け輸出量・輸出額の推移 14 

2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年
数量（トン） 556.4 724.6 1,072.0 908.0 401.1 824.2 563.6 566.0 254.9 223.2

金額（百万円） 162.0 255.7 387.6 370.9 171.0 398.3 279.0 279.4 147.4 127.4  
※HS コード 0808.20-000：なし及びマルメロ（生鮮） 
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図 3.5-2 日本からのなしの台湾向け輸出量の推移（数量）14 
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図 3.5-3 日本からのなしの台湾向け輸出額の推移（金額）14 
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なしの場合、収穫量・出荷量が多い産地が必ずしも輸出に対して積極的というわけでは

ない。台湾への輸出に取り組んでいる主な産地として、鳥取県、長野県、大分県などが挙

げられる。 

上述のように、日本国内で出荷されるなしの過半は幸水や豊水などの赤なしであり、20

世紀の占める割合は 1 割強であるが、日本から輸出されるなしの大半が 20 世紀とのことで

ある。これは、日持ちのよさと、中秋節に合わせて出すことができる点が大きいようであ

る。また、亜熱帯性気候の台湾では、高品質の青なしの栽培が困難であることも、人気の

理由として指摘されている。38 

また、現状における日本国内での生産は、国内市場向けの主力である 2L や 3L サイズ

（300～350g 程度）が中心となっているが、4L や 5L サイズ（500g 程度）の大玉も一定

割合生じる（20 世紀など青なしの場合）。その中から、台湾向けの輸出用が選別される流

れとなっていることが多いようである。これら大玉が生じる割合は、気象条件等によって

大きく変動することもあり、現状では台湾からの需要に全て応えられるだけの大玉の供給

量は確保できていないとの情報もある。38 

 

3.5.2. 日本産の主要農林水産物等（台湾・なし）の購買層の明確化 

(1) 調査品目の購買目的、頻度 

消費者アンケートの結果によれば、消費者全体での購買の目的としては、「自分や家族

が日常に食べる目的で」が約 5 割と最も多く、次いで「贈答用」が約 3 割、「自分や家族

が特別なときに食べる目的で」が約 2 割を占める状況であった（図 3.5-4）。 

また、震災前のなしの購入頻度については、「日本産を購入したことがあるが、滅多に

買うことはなかった」が最も多く約 3 割を占めている。ついで、「産地を気にしたことが

なかった」が約 2 割強を占める状況であった。他方、「必ず日本産の商品を買っていた」、

「ほとんどの場合、日本産を買っていた」、「日本産とそれ以外では、どちらかというと

日本産を買うことのほうが多かった」、「日本産をたまに買うことがあった」と回答した

割合を合わせると、およそ 3 割弱となり、これは今回の調査対象品目（青果物）の中では

ぶどうに次いで低い（図 3.5-5）。 

 

                                                  
38 横田洋之「『鳥取二十世紀梨』輸出の現状」21 世紀政策研究所 2006 年 
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図 3.5-4 日本産の購入目的（震災前）（台湾・なし） 
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図 3.5-5 日本産の購入頻度（震災前）（台湾・なし） 
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(2) 購買層（所得別、年齢別、地域別等） 

消費者アンケートでは、日本産のなしの購入頻度を回答者の月収階級別に集計した結果、

「必ず日本産の商品を買っていた」、「ほとんどの場合、日本産を買っていた」、「日本

産とそれ以外では、どちらかというと日本産を買うことのほうが多かった」、さらに、潜

在的な購買層となると考えられる「日本産をたまに買うことがあった」と回答した割合が

高かったのは、月収が 100,000 元以上の階級であった。それ以下の月収階級では、顕著な

差は見られなかった（図 3.5-6）。 
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n = 36

n = 60

n = 89

n = 117

n = 101

n = 96

n = 77

n = 88

n = 83

n = 234

 

図 3.5-6 日本産の購買頻度（所得別）（台湾・なし） 

 

(3) 消費者の購買基準（価格、産地、品質等） 

なしについては、日本産の果物は主に高所得層をターゲットとしており、他国産品と比

べて数倍程度の価格で販売されている。日本ブランドの認知度は高く、一部では「鳥取県

のなし」など、産地とセットで認知されていることが多い。特に、サイズが大きく色が鮮
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やかで、酸味の少ないものが好まれており、他国産と比べて見た目もよいとして中秋節で

の贈答向けにも人気がある。 

贈答用のなしについては、特に中秋節時の需要が多い。中秋節の時期はだいたい 9 月上

旬から 10 月初旬の間であり、年によって異なる。この中秋節需要に対しては、鳥取県産の

20 世紀や大分県日田産の新高のように、早めに出荷できる品種を中心に輸出が行われてい

る。だが、中秋節の時期が早い年には出荷が間に合わないこともあり、年によって大きく

変動が生じることとなってしまう。 

ある輸入業者へのインタビューにでは、無理に中秋節に間に合わせようとして早採りし

た 20 世紀の評判は台湾ではあまり良くないので、熟度が高まるまで待ってから出した方が

よい、との意見が寄せられた。一方で、別の関連業者へのインタビューでは、20 世紀は中

秋節向けに売れているようなもので、食味自体に対する台湾の消費者の評価はそもそも低

く、既に飽きられつつあるので中秋節を過ぎると商品価値は皆無になる、という意見も寄

せられた。 

また、主に中秋節以降に出される晩生なし（赤なしが多い）には、大玉で酸味も少ない

ものが多いため、台湾の消費者の嗜好に合致していると言える。だが、これらの晩生なし

は貯蔵性があって生産しやすいこともあり、後述するように韓国産などと競合する状態と

なっている。ただし、これら晩生なしの中でも南水については、最近台湾で人気が高まっ

ており、競合との差別化ができている模様である。 
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3.5.3. 日本産の主要農林水産物等（台湾・なし）の商流 

生産者

農協
系統

輸出
業者

輸入
業者

現地
消費者

現地業者日本業者 消費者凡例

百貨店
(日系・ﾛｰｶﾙ)

・高級
ｽｰﾊﾟｰ

高級品が中心
・太平洋SOGO
・新光三越
・JASONS MARKET 
PLACE

・City Super
・大立精品
・微風広場 など

※華僑系の業者など、１社で輸出・輸入・卸売業者の
機能を持つ場合や、同系のグループ会社でそれぞれ
の機能を持つ場合もある。

市場

卸売
業者

卸売・小売
業者

市場

高級果実
専門店

約2割

若干量

外食
産業

※卸売業者が輸出業者を兼ねる場合
もある
※点線の箇所について、なし自体は
市場を経由せず、産地から直接輸出
港に運ばれる場合も多い（帳合い機
能のみを活用した商物分離）

ｽｰﾊﾟｰ
ﾏｰｹｯﾄ・
量販店

伝統市場

果実
専門店

レストラン、ホテル等

一般品が中心
・頂好超市（Wellcome）
・松青超市
・楓康超市
・家楽福（カルフール）
・大潤發（RT-Mart）
・好市多（COSTCO） など

約6割

若干量

鳥取県、長野県、大分県、
熊本県等が主な輸出産地

船便で大半が基隆に、
一部台中・高雄などに輸送

市場内に卸売・小売業者が
売り場を保有している。
・台北第一果菜批發市場
・台北第二果菜批發市場
・三重果菜市場
・台中果菜批發市場
・高雄果菜批發市場 など

約1割

高～中級品を扱う店か
ら、一般品を扱う店ま
で、さまざまである。後
者はいわゆる「伝統市
場」内にある店も多く、
屋台のような店舗もあ
る。

若干量

※輸入業者、卸売業者、専
門店などが配達や通信販売
を行う場合もある

 
図 3.5-7 日本産なしの商流（台湾） 

 

(1) 各流通経路の各流通段階における取扱量及びシェア 

なしの商流の状況と各チャネルにおける取扱量のおおよそのシェアは図 3.5-7 に示した

とおりである。 

日本側の産地は長野県、鳥取県などが主である。日本国内の商流としては、農協から輸

出業者を経由して輸出されるルートと、一旦市場の卸売業者を経由し、その後輸出業者を

介して輸出されるルートの 2 つが主である。なしについては、モモシンクイガの検疫の関

係で、台湾で登録のある選果場から出荷されたものしか輸出できない。そのため、国内向

けに出荷されたものが市場で調達され輸出されることはない。りんごと同じく、市場の帳

合い機能のみを活用した商物分離での取引も多く、その場合は産地から輸出港になしが直

接運ばれることになる。 

日本側の輸出業者は、なしについてはりんごとほぼ同様であり、日本国内の輸出業者、

及び台湾の輸入業者、卸売業者は、華人・華僑系の同じグループ会社に属している場合も

多い。いずれにしても、りんごの項で述べたように、日本側・台湾側の輸出入会社は互い
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の信頼をベースとして取引関係を構築している場合が多い。大半が船便で、基隆を中心に、

台中、高雄などに輸送される。39 

台湾における商流もりんごとほぼ同様であり、10 数社ほどの主要な輸入業者（りんごを

扱う業者とほぼ同一）による輸入がほとんどとなる。これら業者のうち大半が台北か台中

（或いはその近郊）に拠点を有しており、南部など他地域にはほとんど存在しないようで

ある。輸入業者から先も、りんごと同じく卸売市場内の卸売業者を経由する場合と、直接

小売業者に売られる場合とに分かれる。小売チャネルについても、りんごとほぼ同様であ

り、高級果実専門店から百貨店、伝統市場、スーパーマーケット、量販店まで広く分布し

ている。 

 

(2) 各流通段階におけるバリューチェーン 

一例として、2011 年 12 月時点の小売価格を示すと、百貨店において長野県産の南水が 2

玉で 299～429 台湾元（大きさ・店舗によって異なる）、鳥取県産の 20 世紀が 2 玉で 338

台湾元、さらに、ある高級果物専門店において豊水が 1 個 250～300 台湾元であった。 

参考情報として、日本貿易振興機構「わが国農林水産物・食品の輸出拡大に向けての阻

害要因と対応策」に示されている日本産なしのバリューの変化を図 3.5-8 に示す。同報告

書によると、なしについては輸入業者が約 20％の利益率を乗せて卸売業者（仲卸）に販売

し、卸売業者は最低 10％のマージンを取って主に伝統市場などの小売業者に出していると

のことである。小売店では 30～40％ぐらいの利益率で売っており、最終的な小売価格は台

湾着値の 2.5～3 倍以上になるようである。 

ただし、りんご・もも・ぶどうの項でも述べたように、特に産地高や円高が進んでいる

最近では、バリューの変化値は以下に示された数値よりも低くなっていると推察される。 

 

 
図 3.5-8 日本産なしの輸入通関後のバリューチェーン（台湾）29 

                                                  
39 コンテナについて、現状ではりんごと同じく、40 フィートコンテナを用いることがほと

んどで、10kg 箱のみで満載すると 1 コンテナにおよそ 1500 箱（すなわち、およそ 15 ト

ン）、積載できるようである。 
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(3) 各流通経路の商品の品質 

台湾では、日本産なしは高級品として扱われており、りんごと同じく高級果物専門店、

百貨店及び高級スーパー、伝統市場内の店舗を含む果物専門店、スーパーマーケットや量

販店にて販売されている。 

りんごの場合、前述のように中級品や一般品などが一部のスーパーマーケットや量販店

において一般層・中所得層向けに比較的安価に販売されることがあるが、なしについては

中級以下のグレードのものはそこまで多く流通していない。ただし、ももやぶどうに比べ

ると日持ちがするため、贈答シーズンの売れ残りなどが一部の量販店などで安価に販売さ

れることはある模様である。 

 

3.5.4. 日本産の主要農林水産物等（台湾・なし）への需要及び潜在需要の明確化 

(1) 需要状況（震災前・後） 

2010 年、2011 年の日本から台湾に輸出されたなしの月別の数量と金額を表 3.5-8 及び図 

3.5-9 に示す。ピークを迎える中秋節前の 8 月及び 9 月の合計を比較すると、2011 年は 2010

年の 8 割程度にまで減少していることがわかる。ただし、輸入業者へのインタビューによ

ると、この落ち込みはもっぱら産地高及び為替の影響（円高）によるものであり、震災の

風評被害の影響は極めて限定的とのことであった。 
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表 3.5-8 日本からのなしの台湾向け輸出量・輸出額の推移（月別（2010・2011 年））

14 

2010年 2011年 2010年 2011年
1月 25.5 5.0 9.8 1.9
2月 0.0 0.0 0.0 0.0
3月 0.0 0.0 0.0 0.0
4月 0.0 0.0 0.0 0.0
5月 0.0 0.0 0.0 0.0
6月 0.0 0.0 0.0 0.0
7月 0.0 0.0 0.0 0.0
8月 5.0 32.4 3.5 16.9
9月 163.9 99.7 100.2 64.9

10月 29.5 11.5 17.9 6.3
11月 11.2 23.8 6.0 12.8
12月 19.9 50.8 9.9 24.6

数量（トン） 金額（百万円）

なし

品目 月
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図 3.5-9 日本からのなしの台湾向け輸出量の推移（月別（2010・2011 年）、数量）14 
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また、消費者アンケートの結果によれば、震災後 1 ヶ月間、日本産のなしを「買わなく

なった」という回答が 38.4%と最も多く、次いで多かったのが「震災前と変わらない、も

しくは増えた」という回答で、22.1%であった（図 3.5-10）。アンケート回答時の 2011 年

9 月末～10 月上旬の時点では、日本産のなしを「買わなくなった」という回答は 25.3%に

まで下がるとともに、「震災前と変わらない、もしくは増えた」という回答が 29.0%を占

めており、一定程度需要が回復していたことがわかる（図 3.5-11）。 

 

22.1%

13.9%

8.2%

6.4%
10.9%

38.4%

－ なし －

震災前と変わらない、も

しくは増えた
震災前の80％程度に

減った
震災前の60％程度に

減った
震災前の40％程度に

減った
震災前の20％程度に

減った
買わなくなった

n = 466

 

図 3.5-10 日本産の購入頻度（震災後１ヶ月間）（台湾・なし） 
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29.0%

13.9%

11.8%
7.9%

12.0%

25.3%

－ なし －

震災前と変わらない、もしくは

増えた

震災前の80％程度に減った

震災前の60％程度に減った

震災前の40％程度に減った

震災前の20％程度に減った

買わなくなった

n = 466

 

図 3.5-11 日本産の購入頻度（震災前との比較） 
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(2) 輸出競合国との競争及び住み分け状況 

2002 年から 2011 年のなしの輸入先別の数量、金額、単位重量あたりの金額を、表 3.5-9

と図 3.5-12、表 3.5-10、表 3.5-11 にそれぞれ示す。なしは、韓国産が最も大きなシェア

を占めており、日本は第 2 位ではあるものの、量としては大きな差をつけられていること

がわかる。 

 

表 3.5-9 台湾における国別なし輸入先の推移（数量（トン））30 
輸入相手国 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年

韓国 5,154.2 7,129.5 8,506.0 8,870.0 9,751.6 9,116.6 9,051.9 9,649.9 9,269.4 8,856.6
日本 545.1 715.7 1,155.9 819.4 465.2 818.5 570.2 601.9 234.6 216.3
チリ 65.1 0.0 12.1 73.8 116.3 55.4 70.9 0.0 0.0 51.2
オーストラリア 1.9 0.0 32.8 38.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
米国 22.6 0.0 0.0 1.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
ニュージーランド 9.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
タイ 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
フランス 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
ベトナム 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
合計 5,798.8 7,845.3 9,706.9 9,803.4 10,333.1 9,990.5 9,692.9 10,251.8 9,504.0 9,124.1  
※HS コード 0808.20-1900：なし（生鮮） 
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図 3.5-12 台湾における国別なし輸入先の推移（数量）30 
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表 3.5-10 台湾における国別なし輸入先の推移（金額（百万 NT ドル））30 
輸入相手国 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年

韓国 239.0 339.7 375.5 376.3 439.9 397.7 411.4 419.2 429.3 363.4
日本 31.3 41.0 94.1 65.6 42.1 58.3 40.7 39.6 21.7 15.5
チリ 2.9 0.0 0.7 2.2 7.0 3.6 4.1 0.0 0.0 2.8
オーストラリア 0.1 0.0 1.5 2.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
米国 1.1 0.2 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
ニュージーランド 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
タイ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
フランス 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
ベトナム 0.0 0.0 0.0 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
合計 274.8 380.9 471.7 446.6 489.0 459.6 456.2 458.8 451.0 381.7  

 

表 3.5-11 台湾における国別なし輸入先の推移（単位トンあたりの金額（千 NT ドル/ト

ン））30 
輸入相手国 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年

韓国 46.4 47.7 44.1 42.4 45.1 43.6 45.5 43.4 46.3 41.0
日本 57.4 57.3 81.4 80.1 90.5 71.2 71.4 65.9 92.4 71.9
チリ 45.2 0.0 58.0 30.1 60.3 64.2 57.1 0.0 0.0 54.6
オーストラリア 74.9 0.0 44.7 55.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
米国 49.2 0.0 0.0 36.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
ニュージーランド 39.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
タイ 18.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
フランス 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
ベトナム 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

平均 36.8 11.7 25.4 27.1 21.8 19.9 19.3 12.1 15.4 18.6  
 

このように、現状でも圧倒的なシェアを誇る韓国産の品質が近年向上しつつある模様で、

さらに雪梨（日本の秋水に近いと言われる）や新世紀梨（青なし）など、台湾産なしの品

質も大きく向上しているとのことである。これらの有力な競合相手がこれまでの日本産の

売り場に進出してきており、押されつつある状況と言える。韓国産については赤なしが主

体であるため、主に中秋節向けに出している 20 世紀などの日本産青なしと直接競合しては

いないとの見方も存在する。だが、いずれにせよ、前述したように 20 世紀自体が消費者の

嗜好や熟度等の点で課題を抱えているため、容易に輸出拡大が可能な状況にはない。 

また、上述のように、新高以降に輸出される晩生の赤なしについては韓国産とまともに

競合する状態となっている。特に、韓国産の黄金や新高などと競合している模様で、向上

しつつある品質に加え、価格も 2 分の 1 程度であるため、中級品以下のグレードにおいて

は圧倒的な強みを有しているようである。38 

ただし、韓国産の 2011 年の輸入量については、日本産と同じく落ち込んでいる状況であ

る。これは、2011 年に韓国産なしから基準値以上の残留農薬が検出されたため、安全性に

対して懸念が生じて販売量が低迷したためのようである。 

 

(3) 今後の需要の伸びの検討 

台湾市場では、なし等の日本の果物は、これまで贈答向けにも適した高級品として、そ

の品質、ブランド力を認められている状態であった。しかしながら、近年は競合相手との

差別化が困難な状況となっている。また、低関税での輸入量について割当が設定されてお

り、しかも輸入業者へのインタビューによると業者らはその枠も余らせているのが現状の
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ようである。「日本産」であるというブランド力が大きく削がれる事態に陥ることは、少

なくとも短期的にはないであろうが、今後大きな伸びしろが期待できる状況とは言い難い。 

特に新高以降に収穫される赤なしについては、生産しやすく貯蔵性も高いため、韓国産、

さらには近年品質が向上しつつある台湾産とまともに競合し、影響を大きく受けてしまう。

他方、青なしは競合が比較的少ないと言われ、20 世紀などは中秋節需要がいまだに存在す

るものの、既に消費者に飽きられつつあるという指摘もある。 

これらを踏まえた方策としては、(1) たとえ中秋節に間に合わずとも受け入れられるよう、

早採りせず熟度の高くなった 20 世紀についてのプロモーション、マーケティングを積極的

に行い、台湾の消費者にその食味を理解してもらう、(2) 鳥取県など主要産地にて、中秋節

に間に合い、かつ韓国産や台湾産と競合しない青なしの新品種（いわば、20 世紀の後継品

種）の開発・輸出を試みる、さらには、(3) 現状で受け入れられている南水を中心に、韓国

産や台湾産にはない最高級グレードのものをより積極的に輸出する、等が考えられる。こ

れらの方策を実施することで、競合を回避しつつ日本産なしのシェアの維持・漸増を狙う

のが現実的ではないか。併せて、競合である韓国産に対して安全性の懸念が持たれている

中、日本産なしの安全性をアピールすることも有効であろう。そのためには、残留農薬検

査で問題が起きぬよう、台湾で残留基準値が設定されていない農薬については、産地での

使用を自粛するなどの取組みが必須であると考えられる。 

 

ポイント 台湾（なし） 

 市場の概況 

・ 台湾全体での輸入量の割り当てが設定されており、基本的に日本からの輸出が大

きく伸びうる状況ではない。また、近年は、輸入業者はその枠も余らせており、

なしを扱う輸入業者自体が減少している模様。 

・ 台湾産のなしの品質が飛躍的に向上しており、また現状で日本産を引き離して圧

倒的なシェアを誇る韓国産の品質も向上しつつある。 

・ 中秋節需要が大きく、鳥取産の 20 世紀や日田産の新高などが出されている。それ

以降は主に晩生の赤なしが輸出されているが、南水を除き韓国産や台湾産とまと

もに競合し、押されている状況である。 

・ 台湾内においては概ねりんごの商流と同一となっており、小売チャネルも高級果

実店から量販店、伝統市場まで広く分布している。 

 課題 

・ 主な輸出阻害要因は、韓国産・台湾産など競合品が高品質化して日本産の売り場

に進出しつつあることと、円高及び産地高である。 

・ また、主に輸出していた 20 世紀が台湾の消費者に飽きられつつあることも、課題

である。 

 今後の需要見込み・対応 
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・ 競合品が台頭している状況から台湾内での価格水準に大きく依存すると考えられ

るが、(1) 熟度の高くなった 20 世紀についてのプロモーション、マーケティング

を積極的に行う、(2) 中秋節に間に合い、かつ韓国産や台湾産と競合しない青なし

の新品種の開発・輸出を試みる、(3) 韓国産や台湾産にはない最高級グレードのも

のをより積極的に輸出する、等が輸出拡大のための方策として考えられよう。 
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3.6. ながいも 

3.6.1. 対象国・地域の市場実態 

(1) 日本側の供給力、及び対象国の生産量・輸出入量・販売量の動向 

ながいもは、ヤマノイモ科ヤマノイモ属の Dioscorea batatas の肥大した担根体のことで

あり、中国語では「山薬」と、英語では“Chinese yam”と呼ばれている。なお、ヤマノイモ

（自然薯とも呼ばれる）とは別種となる。 

日本におけるながいもの生産量（収穫量）は、近年は 10 万トン台で推移しており、2010

年産では、生産量 14 万 5 千トン、出荷量 12 万 2 千トンとなっている。都道府県別に見る

と、北海道が全国の生産量 46%、次いで青森県が 40％を占めており、この 2 道県で日本全

国の 8 割以上を占めている状況である。なお、2009 年以前は、青森県の方が収穫量、出荷

量ともに北海道より若干多い状態であったが、いずれにせよ 2 道県で全国の生産量の大半

を占めていることに変わりはない。40 

北海道では、函館から北見に至る広い地域で生産されており、特に帯広を含む十勝管内

は道内の 8 割ほどの生産量を誇る一大産地となっている。ながいもを含めた道内産農産物

の海外輸出は、道内農産物の生産過剰（豊作時）を想定した国内市場の需給調整手段のひ

とつとして実施されてきたが、現在では安定した海外での市場需要を背景に恒常的な輸出

を試みる JA 帯広大正のような農協も出てきている。青森県の方がながいも栽培の歴史は古

く、ある年に青森県でながいも栽培の資材が余ったため、それらを北海道に持って行って

試験的に導入したところ、うまくいってその後栽培が広がり現在に至っている。 

台湾側のながいもの需給状況について、まず、台湾におけるながいもの生産量の推移を

表 3.6-1 及び図 3.6-1 に、さらに日本から台湾へのながいもの輸出量及び輸出額の推移を

表 3.6-2 及び図 3.6-2、図 3.6-3 に示す。 

                                                  
40 なお、栽培技術面では、青森県ではむかごを用いて栽培することが多いのに対し、北海

道では小ぶりで身が詰まったイモを種イモとして用いることが多いという違いがある。 
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表 3.6-1 台湾におけるながいも生産量の推移（数量（トン））41 

品目 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年
ながいも 20,638 28,006 20,724 11,086 17,377 15,782 18,361 14,398 17,337  
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図 3.6-1 台湾におけるながいも生産量の推移（数量）41 

 

台湾国内でのながいもの生産量は、2003 年にピークの 28,000 トンに達したのち、2005

年に 11,000 トンまで落ち込み、その後は 14,000 トンから 18,000 トン台を推移しているこ

とがわかる。 

                                                  
41 行政院農業委員会農糧署 農情報告資源網 
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表 3.6-2 日本からのながいもの台湾向け輸出量・輸出額の推移 14 

2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年
数量（トン） 3,680.8 3,419.6 2,822.4 4,221.8 5,727.5 4,783.9 5,223.3 4,439.6 3,619.5 3,131.2

金額（百万円） 1,854.6 1,363.1 1,154.0 1,028.6 1,491.6 1,564.5 1,688.2 1,326.8 1,390.8 923.1  
※HS コード 0714.90-000：ながいも 
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図 3.6-2 日本からのながいもの台湾向け輸出量の推移（数量）14 
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図 3.6-3 日本からのながいもの台湾向け輸出額の推移（金額）14 
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また、日本からのながいもの輸出について、数量については 2006 年にピーク（5,700 ト

ンほど）を迎えた後に減少傾向に転じ、現在は 3,000 トンほどとなっていることがわかる。

他方、金額については、2002 年から 2005 年までは減少傾向にあり、その後数年は増加し

たものの、2008 年より再度減少傾向に転じて現在に至っている。この輸出低下傾向は、近

年進行している円高の影響に加えて、後述するように台湾における景気低迷のため、高価

な日本産ながいもに対する需要が低減しているためと見ることができる。なお、輸出数量

と金額で推移が若干異なっているのは、ながいもは他の品目に比べて特に年々の価格の変

動が大きいためと考えられる。 

なお、台湾におけるながいも生産量に比べると、日本からの輸入量は現状で 5 分の 1 程

度となっているが、後述するようにこれらは品質が全く異なるため、基本的には大きく競

合する状況には至っていない。 

 

3.6.2. 日本産の主要農林水産物等（台湾・ながいも）の購買層の明確化 

(1) 調査品目の購買目的、頻度 

消費者アンケートの結果によれば、消費者全体での日本産ながいもの購入目的としては、

「自分や家族が日常に食べる目的で」が 73.7%と最も多く、次いで「自分や家族が特別な

ときに食べる目的で」が 17.4%、さらに「贈答用」が 8.9%を占める状況であった。ほとん

どが日常における消費であり、贈答用需要は少ないことがわかる（図 3.6-4）。 

また、震災前のながいもの購入頻度について、「必ず日本産の商品を買っていた」、「ほ

とんどの場合、日本産を買っていた」、「日本産とそれ以外では、どちらかというと日本

産を買うことのほうが多かった」、及び「日本産をたまに買うことがあった」と回答した

割合を合わせるとおよそ 3.5 割になり、これは今回の調査対象品目のうち、青果物の中では

りんごに次いで高くなっている（図 3.6-5）。 
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73.7%

17.4%

8.9%

－ ながいも －

自分や家族が日常に食

べる目的で

自分や家族が特別なと

きに食べる目的で

贈答用

n = 478

 

図 3.6-4 日本産の購入目的（震災前）（台湾・ながいも） 
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いた
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日本産とそれ以外では、ど

ちらかというと日本産を買う

ことのほうが多かった
日本産をたまに買うことが

あった

日本産を購入したことがあ

るが、滅多に買うことはな

かった
一度も買ったことがなかっ

た

産地を気にしたことはな

かった
n = 1005

 

図 3.6-5 日本産の購入頻度（震災前）（台湾・ながいも） 
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(2) 購買層（所得別、年齢別、地域別等） 

消費者アンケートによると、日本産のながいもの購入頻度を回答者の月収階級別に集計

した結果、「必ず日本産の商品を買っていた」、「ほとんどの場合、日本産を買っていた」、

「日本産とそれ以外では、どちらかというと日本産を買うことのほうが多かった」、さら

に潜在的購買層となると考えられる「日本産をたまに買うことがあった」と回答した割合

が最も高かったのは、月収が 90,000～100,000 元未満の階級であった。以下、月収階級ご

とに見ると、50,000～60,000 元未満の階級までは、月収が下がるごとに回答割合も低下す

る傾向が見られたが、それ以下になると特段の傾向が見られず、ばらつきが見られた（図 

3.6-6）。また、支出階級別に見ると、高～中所得層（支出が 60,000 元以上）における回答

割合が明らかに高くなっており、収入や支出の多い層を中心に日本産ながいもが購入され

ていることがわかる（別紙参照）。 
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図 3.6-6 日本産の購買頻度（所得別）（台湾・ながいも） 
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(3) 消費者の購買基準（価格、産地、品質等） 

台湾では、ながいもは薬膳、健康食品として位置づけられている（中国語では「山薬」

と表記される）。近年台湾の医学会でながいもが滋養強壮によいという発表がなされ、改

めて健康によいという認識が広まった結果、需要が急増した模様である。そのため、景気

が悪化するとすぐに重要が落ち込む傾向にあるようである 

後述するように、ながいもについては有力な競合が存在しない状況であり、消費者の日

本産ながいもに対する人気は高い。関連業者へのインタビューによると、台湾では現状で

サイズが大きく見た目（外皮）の白いながいも（主に北海道産42）が好まれる傾向にある模

様で、多く流通しているようである。中には、青森県産では売れないが、北海道産ならま

だまだ需要に対して供給が不足しており、出せば出すだけ売れる、という意見を持ってい

る業者もいた。他方、偶然市場を席巻できたのが北海道産であったというだけで、台湾の

消費者の嗜好が北海道産のみに傾いているとは言い切れないという見方も存在する。 

なお、台湾への輸出については青森県が北海道に先行していたが、青森県産は国内出荷

向けが主で輸出に回せる量に限界があったために、大量生産・大量出荷が可能で、かつ青

森県産に比べ国内での評価が低かった北海道に輸出産地がシフトしていったという経緯が

ある。 

 

                                                  
42 北海道産（特に十勝地方産）ながいもの外皮の白さは、主に長年にわたる系統選抜によ

るものである。 
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3.6.3. 日本産の主要農林水産物等（台湾・ながいも）の商流 

生産者
農協
系統

輸出
業者

輸入
業者

現地
消費者

現地業者日本業者 消費者凡例

北海道十勝地方や青森
県が主な輸出産地

その他
小売

百貨店
・ｽｰﾊﾟｰ
・量販店

・太平洋SOGO
・新光三越
・City Super
・JASONS MARKET 
PLACE

・頂好超市（Wellcome）
・松青超市
・楓康超市
・家楽福（カルフール）
・大潤發（RT-Mart）
・好市多（COSTCO）

など多数

外食
産業

市場

約4割強

約1割弱

約4割

卸売
業者

中央市場

多数の中小規模外食店
が存在する

伝統市場内の青果店
など、多数の中小規
模小売店が存在する

卸売・小売
業者

約1
割弱

※消費者が卸売市場
で直接購入すること
もある

市場内に卸売・小売業者が売り
場を保有している
・台北第一果菜批發市場
・台北第二果菜批發市場
・三重果菜市場
・台北農産運銷有限公司
（第一、第二、三重市場を管理）
・台北環南市場
・台中果菜批發市場
・高雄果菜批發市場

市場内の卸売業者を経由
（国内向けに出荷したものが市場で買
い付けられ、並行輸出されることも多い
模様）
※一部、卸売業者が輸出業者を兼ねる
場合もある

 

図 3.6-7 日本産ながいもの商流（台湾） 

 

(1) 各流通経路の各流通段階における取扱量及びシェア 

ながいもの商流の状況と各チャネルにおける取扱量のおおよそのシェアは図 3.6-7 のと

おりである。 

主に、北海道の十勝地方や青森県で生産されたながいもが、ほぼ全量農協系統を経由し

て輸出されている。具体的には、北海道だと JA 帯広かわにしや JA 帯広大正（両農協から

の輸出量が道内の輸出量のほぼ 9 割以上を占めている）、青森県だと JA ゆうき青森などの

各単協によって集荷され、そこから輸出業者に回される場合もあれば、中央市場内の卸売

業者を経由して輸出されることもある。なお、青森県については、上に示した以外にも、

全農青森県本部のもとで複数の単協に分かれて集荷・出荷しているほか、農協合併前の貯

蔵施設や集出荷施設が小規模かつ分散している状況である。そのため、一度に多くの量を

出すことが難しく、北海道に比べ供給力に制約がある状態である。 

大半が船積みで、基隆や高雄などに運ばれているようである。43 

なお、日本国内向けに出荷されたものが市場で輸出業者などに買い付けられて輸出に回

される、並行輸出も多く存在する模様である。たとえば、JA 帯広かわにしは、主に 2L 規

                                                  
43 40 フィートコンテナのながいも積載量（満載した場合）は、10kg 箱で 1500 箱ほど（す

なわち、およそ 15 トン）である。 
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格を国内向けに出荷するための青箱と、4L 規格まで入る台湾輸出向けの白箱（いずれも 1

箱 10kg 入り）に分けて出荷している。だが、実際には台湾各地の卸売市場では、白箱のみ

ならずかなりの量の青箱も並べられており、産地側で把握できていない並行輸出分も多く

出回っている模様であった。JA 帯広大正など他の農協のながいもについても、同様に並行

輸出が多く行われていると推察される。 

台湾でながいもを扱っている輸入業者は以前に比べて少なくなり、現状で 10 数社程度ま

で減少している。このうち、青果物を専門に扱っている業者は数社に過ぎず、他は異業種・

他品目からの新たな参入とのことである。そのうち、ながいもを専門に扱っているある輸

入業者へのインタビューによると、以前は、その当時の輸入業者数に比べると市場が小さ

く利潤も限られたものであったため、廃業・淘汰が進んだ、とのことであった。これは、

前述のように健康増進効果に係る認識が台湾で広まって需要が急増した際に、輸入業者の

数も新規参入などで急増し、一種の過当競争状態に陥っていたものが、時間の経過につれ

て適正な状態に戻ったと見ることもできよう。 

輸入業者から先は、市場内の卸売業者を経由する場合と、直接小売業者に出される場合

とに分かれる。小売業者については、スーパーマーケット・チェーンや量販店、百貨店以

外にも、非常に多くの中小規模他小売店（伝統市場内の青果物店などを含む）、外食店等

が存在し、主たるキープレイヤーを特定することが難しい状況である。 

 

(2) 各流通段階におけるバリューチェーン 

北海道産のながいもについて、国内の関連機関へのインタビュー結果に基づく情報を整

理すると、以下のようになる。まず、日本国内の中央市場での卸売価格はだいたい 3,000～

4,000 円/10kg である。他方、台湾での小売価格は、関税（16%）や輸送費など諸費用を含

めると 7,000～8,000 円/10kg（すなわち 1 本 1,000 円程度）となっている。台湾の消費者

にとっては決して気軽に買える価格ではないが、それでも上述のように高所得層のみなら

ず中間層の一部にも受け入れられている模様である。 

 

(3) 各流通経路の商品の品質 

特に卸売市場や伝統市場では、日本で人気のない特大サイズ（A4L サイズなど、主に北

海道産）がスタンダードとなっており、市場で実際に並べられている箱を見てもほとんど

が北海道のものであった。他方、スーパーマーケットや量販店では、それより小さなサイ

ズのものやカットされたものが売られており、これらは青森県産も一定割合含まれている

と考えられる。 
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なお、台湾では上述のように外皮の白い大ぶりのながいもが特に好まれる傾向にあり、

少なくとも現時点では、北海道産の方が青森県産よりも品質がよいと認識している消費者

や関連業者が多いようである。 

 

3.6.4. 日本産の主要農林水産物等（台湾・ながいも）への需要及び潜在需要の明確化 

(1) 需要状況（震災前・後） 

2010 年、2011 年の日本から台湾に輸出されたながいもの月別の数量と金額を表 3.6-3

及び図 3.6-8 に示す。2011 年の輸出量は、震災後 5 月以降は、9 月及び 10 月を除いて 2010

年に比べて低下していることがわかる。 

 

表 3.6-3 日本からのながいもの台湾向け輸出量・輸出額の推移（月別（2010・2011 年））

14 

2010年 2011年 2010年 2011年
1月 211.4 134.5 76.1 38.6
2月 209.0 294.4 77.5 82.7
3月 338.2 292.3 123.2 81.0
4月 360.5 387.3 136.1 108.4
5月 264.3 139.5 109.8 38.1
6月 317.0 204.5 128.9 53.9
7月 355.7 260.4 148.3 69.4
8月 189.2 126.4 81.3 34.2
9月 258.7 298.6 110.8 90.3

10月 325.1 462.6 140.9 145.6
11月 194.4 65.3 74.0 22.1
12月 596.0 465.3 183.8 159.0

金額（百万円）

ながいも

品目 月
数量（トン）
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図 3.6-8 日本からのながいもの台湾向け輸出量の推移（月別（2010・2011 年）、数量）

14 

 

消費者アンケートの結果によれば、震災後 1 ヶ月間は、日本産のながいもを「買わなく

なった」という回答が 40.0%と最も多かったが、次いで「震災前と変わらない、もしくは

増えた」という回答が 23.8%あった（図 3.6-9）。また、アンケート回答時の 2011 年 9 月

末～10 月上旬の時点では、日本産のながいもの購入頻度は「震災前と変わらない、もしく

は増えた」という回答がもっとも多く 31.2%にまで回復しており、「買わなくなった」と

いう回答は 26.8%にまで下がっていた。このように、一定程度需要の回復が見られた（図 

3.6-10）。 
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図 3.6-9 日本産の購入頻度（震災後１ヶ月間）（台湾・ながいも） 
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図 3.6-10 日本産の購入頻度（震災前との比較）（台湾・ながいも） 

 

ただし、関連業者へのインタビューによると、健康食品という位置づけであるため、確

かに日本産ながいもの安全性に対して懸念を有する消費者も散見されるものの、それが大
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きく需要を低減させるには至っておらず、もっとも深刻な問題は円高、及び台湾における

景気低迷より買い控えが進んでいること、とのことであった。 

 

(2) 輸出競合国との競争及び住み分け状況 

2002 年から 2010 年のながいもの輸入先別の数量、金額、単位重量あたりの金額を、表 

3.6-4 と図 3.6-11、表 3.6-5、表 3.6-6 にそれぞれ示す。 

 

表 3.6-4 台湾における国別ながいも輸入先の推移（数量（トン））30 

輸入相手国 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年
日本 3,680.9 3,441.2 2,807.5 4,180.3 5,652.7 4,986.2 5,209.4 4,468.8 3,576.4 3,072.0
韓国 6.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0
北朝鮮 19.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
ニュージーランド 3.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
ベトナム 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
合計 3,709.6 3,441.2 2,807.5 4,180.3 5,652.7 4,986.2 5,209.4 4,468.8 3,576.5 3,072.0  

※HS コード 0714.90-3200：ながいも（生鮮及び冷蔵） 
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図 3.6-11 台湾における国別ながいも輸入先の推移（数量）30 
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表 3.6-5 台湾における国別ながいも輸入先の推移（金額（百万 NT ドル））30 

輸入相手国 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年
日本 268.2 268.5 228.1 297.0 361.2 302.1 356.7 387.2 314.1 275.2
韓国 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
北朝鮮 1.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
ニュージーランド 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
ベトナム 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
合計 269.9 268.5 228.1 297.0 361.2 302.1 356.7 387.2 314.1 275.2  

 

表 3.6-6 台湾における国別ながいも輸入先の推移（単位トンあたりの金額（千 NT ドル/

トン））30 

輸入相手国 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年
日本 72.9 78.0 81.3 71.0 63.9 60.6 68.5 86.6 87.8 89.6
韓国 12.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 20.0 0.0
北朝鮮 75.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
ニュージーランド 41.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
ベトナム 31.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

平均 46.7 15.6 16.3 14.2 12.8 12.1 13.7 17.3 21.6 17.9  

 

以上のように、現状では台湾における輸入ながいものほぼ全てが日本産であり、わずか

に韓国産が入っている以外には、競合が存在しない状態である。これは、中国産や韓国産

は品質面（見た目の白さや粘りの有無など）で劣り、好まれないためである。また、台湾

内でも高品質のながいもは生産されておらず、加工用（あるいは加熱調理用）に回される

分が多いとのことである。（なお、2011 年 12 月時点で、日本（北海道）産ながいもの卸

売価格、小売価格は、台湾産の 3.5～4 倍程度であった。） 

ただし、輸入業者へのインタビューによると、台湾でながいもが豊作になるなどして、

日本産と台湾産の価格差が通常より大きくなった場合、一部の消費者は台湾産に流れる傾

向にあるとのことである。また、将来的に中国や韓国が高品質のながいもを生産できるよ

うになる可能性も否定できない。同じく輸入業者に対するインタビューによると、近年、

中国の山東省等において（一部日本の農業研究者の支援も得ながら）高品質ながいもの育

種及び栽培技術の研究開発が進みつつあるとのことである。仮にそれらの取組みが成功し

て、日本産と同程度の品質で、かつ安価なながいもが台湾に流入してきた場合、大きく日

本産の市場を奪われてしまうおそれがある。同じく、台湾産ながいもの品質向上も、同じ

く日本産の輸出にとっては脅威となりうると言える。 

 

(3) 今後の需要の伸びの検討 

ながいもについては、有力な競合相手が存在せず、現時点で日本産の独断場であると言

える。ただし、薬膳、健康食品という位置づけであり、贈答用需要があまりないため、台

湾における景気の動向とそれに伴う人々の可処分所得の増減に大きく消費量が左右される

こととなる。そのため、今後の伸びしろについても不安定要素が強く働くこととなる。 



 

 
 

114

輸出を伸ばす余地があるとすると、(1)これまで台湾産のながいもを消費していた層を狙

う、(2)これまでながいもを消費していなかったが比較的健康には気を遣う高～中所得層を

狙う、(3)薬膳としてではなく通常の食材としての需要を喚起する、の 3 通りと考えられる。 

(1)については、日本産の品質及び健康増進効果をアピールすることがまず必要となるが、

上述のように価格次第で日本産・台湾産いずれを買うか流動的になる購買層を取り込むた

めには、低価格での安定供給も必要となり、産地側の事情に大きく左右されることとなっ

てしまう。また、(2)については、ながいも自体の健康増進効果について消費者等に対して

宣伝を行い、さらにその中で日本産ながいもの優れた品質をアピールしていくことが有効

であろう。(3)については、具体的な料理方法と合わせてアピールする必要があるが、台湾

産ではなく日本産ながいもを用いることが望ましい料理（たとえば、その舌触りのよさを

利用したドリンクや高級感のある冷製スープ等の料理）に限られるため、さほど大きな伸

びしろは期待できない可能性が高い。そのため、 まずは(2)を優先させることとして、高～

中所得層を対象としたながいものプロモーションを行うことが有効であろう。これらの対

象層は、日本産果物の購買層或いは潜在的購買層と重なる可能性が高いため、特に青森県

産については、りんごのプロモーションと同時にながいもについても宣伝を行えば、より

効率的となると考えられる。可能であれば、単協同士、或いは北海道と青森県という産地

同士で協力体制を構築して、プロモーションを行うことができれば理想である。 

また、それに対応した産地側の対応として、いっそうの供給力の拡充が求められる。現

時点では、JA 帯広大正など一部の農協を除くと、国内出荷に向かないものを輸出する、或

いは価格調整のために輸出している側面が強い。そのため、北海道（具体的には JA 帯広か

わにしなど）では、4L や 5L などの特大サイズの安定供給が可能となるよう、輸出を念頭

に置いた栽培体系を構築することができれば理想であろう。他方、青森県については、現

状の L サイズ、2L サイズの需要喚起を図り、北海道産との差別化を図ることが求められる。

食味や小ぶりであることによる扱いやすさなど、青森県産独自の強みをアピールし、青森

県産ながいもの価値を台湾の消費者に再確認させることが有効であろう。また、北海道産

ながいもは冷夏の影響を受けやすく、特大サイズが多く収穫できない年もある。そのよう

な年には青森県産が補完して輸出することで、日本全体としての輸出量の維持・拡大が図

れれば望ましい。さらに、前述のように、青森県では集出荷施設や貯蔵施設が分散してい

る状況であるため、輸出を念頭に置いた単協同士の協力関係を構築し、集出荷体制の整備

を進めて供給力のいっそうの拡大を図ることが中長期的な課題である。 

さらに、並行輸出をどのように捉えるかも課題である。それ自体は日本からの輸出拡大

に貢献していると見ることもできるが、品質管理や産地における消費地側の情報把握を容

易にするという意味では、長期的には管理を進めて並行輸出を低減させ、産地の影響力を

高めることも必要かもしれない。 
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ポイント 台湾（ながいも） 

 市場の概況 

・ 台湾ではながいもは健康食品、薬膳として位置づけられている。現状で、特に北

海道産のながいもが多く流通しており、人気が高いとされている。また青森県産

は、スーパーマーケットや量販店を中心に流通している模様。 

・ 台湾産や、ごく微量ながら韓国産ながいも流通しているが、日本産とは品質が全

く異なるため住み分けができており、競合となるには至っていない。 

・ 購買層は、高所得層から中所得層まで広く分布している模様。贈答用需要は殆ど

ない。 

・ 10 数社程度の輸入業者が主なプレーヤーとなっている（基本的に、果物の主要輸

入業者とは別業者となる）市場内の卸売（仲卸）業者を経由する場合としない場

合とがある。 

・ 日本国内向けに出荷されたものが市場で買い付けられて並行輸出されるケースも

多い模様。 

 課題 

・ 主な輸出阻害要因として、円高と、台湾における景気低迷による消費者の購買力

低下が挙げられる。また、長期的課題として、北海道は天候的要因により特大サ

イズ（4L など）の生産に年変動があり、青森県は出荷体制上の問題によりロット

を揃えにくいため、輸出向けの安定供給が難しい状況にあることが挙げられる。 

 今後の需要見込み・対応 

・ これまでながいもを消費していなかったが比較的健康には気を遣う高～中所得層

に対して、積極的にアピールを行って需要を喚起することが有効と考えられる。 

・ 今後の輸出拡大のためには、北海道産については現地で人気のある特大サイズ（4L

など）の安定供給を図ることが有効。国内出荷に向かないものを輸出するのでは

なく、輸出専用の生産体制を構築できればより望ましい。 

・ 青森県産については、食味や扱いやすさなどをアピールして、現状の L サイズ、

2L サイズの需要喚起を図り、北海道産との差別化を図ることが有効。同時に、集

出荷体制の整備を進めて供給力のいっそうの拡大を図ることも望まれる。 

・ 並行輸出も輸出に寄与していることに変わりはないが、ブランド・品質管理や、

消費地の情報把握という点では、長期的には管理を進めて並行輸出を低減させ、

産地の影響力を高めていくことが望ましい。 
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3.7. 日本酒 

3.7.1. 対象国・地域の市場実態 

(1) 日本側の供給力、及び対象国の生産量・輸出入量・販売量の動向 

まず、日本における日本酒の供給力を示すデータとして、日本酒の生産量の推移を表 

3.7-1 および図 3.7-1 に示す。このように、近年は 40 億リットル台で推移しており、減少

傾向にあることがわかる。これは、需要の大半を占める日本国内の消費量が減少傾向にあ

るためである。 

 

表 3.7-1 日本における日本酒の生産量の推移（数量（キロリットル））44 

2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年
日本酒 633,369 600,955 523,798 498,993 513,418 505,477 487,911 468,602 425,199  
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図 3.7-1 日本における日本酒の生産量の推移（数量（キロリットル））44 

 

また、日本から主要国・地域への日本酒の輸出量（数量及び金額）の推移を、表 3.7-2、

図 3.7-2、表 3.7-3、および図 3.7-3 に示す。ここ 10 年ほどは、数量・金額ともに米国向

け輸出が突出して多く、2009 年にいったん落ち込んでいるものの基本的に増加傾向にある

ことがわかる。台湾向け輸出は、特に 2009 年まで減少傾向にあった。他方、近年は韓国向

け、および香港向けの輸出が増大しつつある。 
                                                  

44 国税庁 統計年報 
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表 3.7-2 日本からの日本酒の輸出先（数量、kg）14 
輸出相手国 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年

アメリカ合衆国 2,046.0 2,204.0 2,615.9 2,997.1 3,354.2 3,852.4 3,843.4 3,574.9 3,705.4 4,070.9
大韓民国 115.5 132.8 230.2 399.3 665.1 1,069.0 1,529.3 1,953.7 2,589.7 2,828.2
台湾 2,000.4 2,191.4 2,080.1 2,132.5 1,990.7 1,699.5 1,626.1 1,381.1 1,639.3 1,680.1
香港 853.4 1,026.1 986.9 961.1 877.1 1,006.2 1,213.2 1,308.3 1,436.3 1,659.7
カナダ 391.9 467.7 410.0 461.6 489.8 484.3 530.2 466.8 484.3 472.7
シンガポール 226.7 207.9 245.1 231.1 222.4 302.1 306.0 377.7 359.8 375.3
中華人民共和国 241.0 314.2 239.7 261.6 426.2 468.2 481.7 485.3 624.7 374.7
ベトナム 11.5 18.4 31.8 36.2 40.3 57.9 88.2 128.4 191.3 295.5
タイ 223.8 215.2 297.1 317.4 335.7 253.2 253.1 241.2 249.6 272.0
ドイツ 238.2 260.1 354.6 296.7 255.8 341.1 258.4 265.1 313.8 271.1

合計 6,349 7,038 7,491 8,095 8,657 9,534 10,130 10,182 11,594 12,300  
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図 3.7-2 日本からの日本酒の輸出先（数量、kg）14 
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表 3.7-3 日本からの日本酒の輸出先（金額、百万円）14 
輸出相手国 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年

アメリカ合衆国 1,467.0 1,681.5 2,102.6 2,603.1 3,062.2 3,479.5 3,537.9 3,014.4 3,172.3 3,240.8
大韓民国 65.0 73.5 114.9 185.3 286.3 465.2 673.7 827.9 1,165.3 1,208.2
台湾 598.5 597.6 577.4 646.4 603.0 547.8 511.8 416.4 501.9 525.4
香港 389.6 485.2 520.9 575.1 573.1 705.7 939.2 1,024.1 1,259.0 1,528.7
カナダ 118.1 148.6 150.9 183.4 223.5 239.4 253.1 198.5 225.8 219.6
シンガポール 134.7 126.8 136.9 150.9 162.7 212.6 241.4 278.6 309.1 333.8
中華人民共和国 83.1 93.6 97.2 113.5 212.0 250.4 277.0 238.1 363.8 212.0
ベトナム 4.1 6.7 8.7 19.2 20.0 38.3 56.4 80.1 150.2 243.3
タイ 72.2 67.6 90.0 95.4 103.3 82.8 89.1 88.8 84.5 97.8
ドイツ 65.9 76.0 100.9 86.2 76.9 105.0 95.7 102.1 128.9 105.7

合計 2,998 3,357 3,900 4,658 5,323 6,127 6,675 6,269 7,361 7,715  
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図 3.7-3 日本からの日本酒の輸出先（金額、百万円）14 

 

次に台湾側の状況について、台湾における酒類市場は近年、体積ベースで 5 億リットル

台にて推移しており、マーケットはほぼ横ばいの状態が続いている。うち、最大のシェア

を誇るのはビール類であり、全体の 9 割弱を占める。続いてウイスキー等の蒸留酒が約 1

割、そして日本酒やワイン等を含む醸造酒 4%ほどを占めている状況である 29。 

なお、台湾でも日本酒（清酒）の製造が行われている。台湾では、伝統的にはコメを原

料とした蒸留酒は製造されていたが、いわゆる清酒タイプの醸造酒は生産されていなかっ

た。1990 年代になって初めて、当時酒類やタバコの輸入に独占的に携わり、かつ台湾ビー
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ルなど台湾産酒類の製造も手がけていた台湾省菸酒公売局（台湾省タバコ酒類公売局、「菸」

はタバコの意）によって、台湾産清酒の製造・販売が開始された経緯がある。「玉泉」ブ

ランドと呼ばれるこの台湾産清酒は、価格が安いこともあり、現状で日本産清酒（特に、

後述するように低価格帯のもの）の強力な競合相手となっている。2008 年時点での生産量

は 370 万リットルである。現在は、台湾産の清酒が他にも数ブランド登場しており、これ

ら台湾産清酒は、台湾における清酒市場において 7 割のシェアを占めている模様である 29。 

なお、台湾の WTO 加盟後、菸酒公売局は民営化されて台湾菸酒股份有限公司となり、そ

れ以外の民間業者の酒類の製造に対する参入も許可された。現在は、酒類の輸入・販売は

免許制になっており、WTO 加盟を受けてかなりの業者が免許の取得に動いたと言われてい

る。 

日本から台湾の日本酒の輸出量及び輸出額の推移を表 3.7-4 及び図 3.7-4、図 3.7-5 に示

す。台湾の WTO 加盟後、重量ベースで 2,000 トン台の輸出が数年続いていたが、2006 年

頃を契機に 2009 年まで減少傾向に転じ、その後は若干の上昇傾向にあるものの、以前の水

準には戻っていない。 
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表 3.7-4 日本からの日本酒の台湾向け輸出量・輸出額の推移 14 

2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年
数量（トン） 2,000.4 2,191.4 2,080.1 2,132.5 1,990.7 1,699.5 1,626.1 1,381.1 1,639.3 1,680.1

金額（百万円） 598.5 597.6 577.4 646.4 603.0 547.8 511.8 416.4 501.9 525.4  
※HS コード 2206.00-200：清酒 
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図 3.7-4 日本からの日本酒の台湾向け輸出量の推移（数量）14 

 

0

100

200

300

400

500

600

700

2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年

単位：百万円

 
図 3.7-5 日本からの日本酒の台湾向け輸出額の推移（金額）14 
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台湾における酒類の輸入・取扱いに係る規制などの酒販制度の詳細は、タバコ酒類管理

法、輸入酒類検査法において規定がなされている。輸入時には、輸入酒類検査法にもとづ

く検査が財政部にて行われ、合格すると輸入業者（及び税関）に通知がなされ、輸入が可

能となる仕組みになっている。なお、2008 年 9 月に日本で発生した汚染米事故の影響で、

日本の汚染米を使用した業者が製造した日本酒（及び焼酎）を輸入する際には、麹、農薬、

カビ毒が含まれていないことを証明する検査報告書を添付する必要がある。 

台湾では、清酒の輸入には CIF 価格の 40％の関税が適用される。また、タバコ酒類税と

して、日本酒は「穀類醸造酒類（Other brewed alcohol）」という分類が適用され、1 リッ

トルごとに「アルコール度数 x 7 台湾元」の税率が課される45。  

ちなみに、台湾におけるウイスキーの関税はゼロ、ワインの関税は CIF 価格の 10％とな

っており、日本酒に比べると明らかな差が存在する。これは、台湾産のコメを保護する政

策方針にのっとって、以前からコメを原料とする製品に対して高い関税率を課してきたた

めであるとされる。 

 

3.7.2. 日本産の主要農林水産物等（台湾・日本酒）の購買層の明確化 

(1) 調査品目の購買目的、頻度 

消費者アンケートの結果によれば、消費者全体における日本産清酒の購入目的としては、

「自分や家族が日常に食べる目的で」が 50.5%と最も多く、次いで「自分や家族が特別な

ときに食べる目的で」が 27.8%、「贈答用」が 21.7%を占めた（図 3.7-6）。ただし、この

アンケート結果には外食における注文（購買）が含まれていないと推察されるため、実際

には贈答用以外の自家消費向けの割合はもっと高くなるものと考えられる。 

また、震災前の日本酒の購入頻度については、「一度も買ったことがなかった」「日本

産を購入したことがあるが、滅多に買うことはなかった」が多く、合わせて 6 割弱を占め

ている状況であった（図 3.7-7）。台湾においては、日本産清酒はいまだマイノリティであ

り、青果物や加工食品に比べて相対的に購入頻度が低いことがわかる。 

 

 

                                                  
45 合成日本酒の場合は「再生酒類（Reprocessed alcoholic beverage）」という分類になり、

アルコール度数 20％超のものは 1 リットルごとに一律 185 台湾元、20％以下のものは 1
リットルごとに「アルコール度数 x 7 台湾元」の税率が課される。 
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n = 272

 

図 3.7-6 日本産の購入目的（震災前）（台湾・日本酒） 
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図 3.7-7 日本産の購入頻度（震災前）（台湾・日本酒） 
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(2) 購買層（所得別、年齢別、地域別等） 

消費者アンケートでは、日本産清酒の購入頻度を回答者の月収階級別に集計した結果、

「必ず日本産の商品を買っていた」、「ほとんどの場合、日本産を買っていた」、「日本

産とそれ以外では、どちらかというと日本産を買うことのほうが多かった」、さらに、「日

本産をたまに買うことがあった」と回答した割合が最も高かったのは、月収が 100,000 元

以上の階級であった。それ以下になると、低所得層（月収 10,000 元未満から、20,000 元～

30,000 元未満まで）で回答割合が低くなっている以外には、特に月収階級との顕著な関係

は見られなかった（図 3.7-8）。 
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図 3.7-8 日本産の購買頻度（所得別）（台湾・日本酒） 

 

台湾では「大吟醸酒」が、その他の清酒に比べて特に高級であるという意識が浸透して

いる模様で、インタビューの際に、「大吟醸酒」と「それ以外の酒」という区分で日本酒

を考えている取扱業者が多いように感じられた。ただし、ここで言う「大吟醸酒」が必ず

しも本来の大吟醸酒のみを指すものかはわからず、大吟醸酒や純米吟醸酒、吟醸酒など、
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いわゆる高級地酒と呼ばれるものを一括して示す言葉として、「大吟醸酒」が用いられて

いる可能性もある。ある輸入業者へのインタビューによると、「大吟醸酒」は、40 歳以上

の高所得層を中心に消費されているとのことである。それ以外の日本酒は、価格次第であ

るが、女性を含む若年層にも消費されているようである。 

 

(3) 消費者の購買基準（価格、産地、品質等） 

輸入業者へのインタビューによると、中小規模の蔵元の純米酒や吟醸酒など、いわゆる

地酒と呼ばれるものについては、焼肉などを含む広義の日本食レストランにおける消費量

が多く、一部の消費者はそこで気にいった銘柄を後日、専門店や百貨店で購入して家庭で

楽しむという図式になっている。 

ただし、いずれのグレードであっても、関税（CIF 価格の 40%）のために台湾産の酒類

に比べると高級品として見られており、景気の動向次第で消費量が大きく増減する状況の

ようである。 

 

3.7.3. 日本産の主要農林水産物等（台湾・日本酒）の商流 
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関わっていることが多い。
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図 3.7-9 日本酒（日本産）の商流（台湾） 

 

(1) 各流通経路の各流通段階における取扱量及びシェア 

日本酒の商流の状況と各チャネルにおける取扱量のおおよそのシェアは図 3.7-9 のとお

りである。 
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日本から台湾への酒類の輸出については、税関手続きが煩雑なため必ず現地の輸入業者

を経由する流れとなっている。また、台湾側の輸入業者は卸売業者を同時に兼ねる場合が

多く、結果として輸入業者同士の売買が行われることも多い模様である。なお、台湾では

酒類の取扱に関する許認可・免許の都合上、酒類の扱いに特化している会社が大半とのこ

とである。 

台湾では上述のように日本酒の輸入関税が高い（CIF 価格の 40%）こともあり、他国向

けに比べても比較的安価な日本酒の輸入が多いようである。2010 年度の通関統計によると、

日本からの清酒の平均輸出価格（1 リットル当たりの FOB 価格）は、米国向け、香港向け

が 800 円台に対し、台湾向けは 300 円台にとどまっている。 

小売段階では、図 3.7-9 に取扱量シェアとともに示したようにさまざまなチャネルがあ

るが、特に日本食レストラン（ただし、焼肉など広義の日本食を含む）やホテルなど、外

食における販売量がおよそ半分以上を占める模様である。一般に、まずレストラン等で日

本酒を飲み、その銘柄を気にいった一部の顧客が、百貨店や専門店などで購入する、とい

うステップになっている模様である。なお、台湾では、酒類は自動販売機、通信販売、ネ

ット販売など、購入者の年齢を識別できない方法で販売することは禁止されている。 

なお、台湾の小売店で日本酒を販売する際、買い取りでなく、置き売り（消化仕入）を

条件とされる場合が多い。この条件では、売場に商品を置いてもらえても、売れた分だけ

しか代金を受け取れない。高額の日本酒も売場に並んでいるが、回転率が低いものも多く、

回転率の高いお酒は概して安価なものが多い模様である。 

(2) 各流通段階におけるバリューチェーン 

各流通段階での価格の推移は今回の調査では把握できなかったが、2011 年 12 月に調査

したいくつかの小売店での小売価格と、日本国内における蔵元の希望小売価格との対比を

表 3.7-5 に示す。ここでは、1 台湾元＝2.55 円として計算し、日本国内の小売価格はそれ

ぞれの蔵元のホームページに記載されている価格を参照した。ほとんどの銘柄において、

日本国内の小売価格のおよそ 2～3 倍となっていることがわかる。 

なお、これに対し、「玉泉」は 600ml でおよそ 150 元（約 400 円）ほどでコンビニエ

ンスストア等をはじめとして幅広く販売されている。 

また、日本貿易振興機構「平成 15 年度海外マーケティング実態調査報告書（台湾・香港

における日本酒の輸出可能性について）」によると、台湾に日本酒を輸出する際のマージ

ンは、日本から輸出されて台湾の税関を通関するまでと、台湾国内での流通でおよそ 50％

ずつとなっている（図 3.7-10）。今回の調査で得られた台湾での販売価格と日本国内にお

ける価格差から、輸出量や品目が増加して、大量に販売されている商品や希少品種などで

マージンの乗り方に差が出てきているものの、おおよその構造は変わらないものと推測さ

れる。 
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表 3.7-5 日本産清酒の台湾における小売価格と蔵元の希望小売価格との対比 

銘柄 容量
(a) 台湾で
の価格（台
湾元）

(b) 日本円
換算（円）

(c) 日本国
内の小売価
格（円）

(b)/(c)

ふなぐち菊水一番しぼり 200ml 249 635 278 2.3
菊正宗SUPER CUP 180ml 159 405 201 2.0
菊水の純米酒 180ml 229 584 273 2.1
加賀の井　純米大吟醸 720ml 1,200 3,060 1,570 1.9
酒一筋　純米吟醸金麗 720ml 1,200 3,060 1,428 2.1
酒一筋　南山壽 720ml 1,670 4,259 2,100 2.0
芳醇純米酒　瑞鷹 720ml 800 2,040 1,050 1.9
本醸造　瑞鷹　超辛口 720ml 740 1,887 945 2.0
吟醸酒　吉祥瑞鷹 720ml 1,060 2,703 1,418 1.9
獺祭　純米大吟醸50 300ml 720 1,836 593 3.1
獺祭　磨き三割九分 300ml 1,100 2,805 980 2.9
純米吟醸酒 菊の司 300ml 580 1,479 578 2.6
大吟醸てづくり七福神 30ml 780 1,989 787 2.5
奥の松　純米大吟醸スパークリング 290ml 650 1,658 588 2.8
奥の松　金紋 300ml 350 893 310 2.9
醇豊熟純米大吟醸 独楽蔵 720ml 2,300 5,865 2,300 2.6
杜の蔵　純米吟醸翠水 720ml 1,370 3,494 1,300 2.7
旨吟　天狗舞吟醸 720ml 1,700 4,335 1,890 2.3
奥の松　さくら吟醸 720ml 1,600 4,080 1,560 2.6
日本響　純米吟醸 720ml 1,700 4,335 1,500 2.9
東光 吟醸酒 720ml 1,100 2,805 1,000 2.8
上撰 白鶴 純米金箔入 1.8l 1,350 3,443 2,000 1.7
合同酒精　芳醇清酒雅の詩 1.8l 1,200 3,060 965 3.2
白馬錦　吟醸雪どけ吟醸 1.8l 3,250 8,288 2,940 2.8
大吟醸清酒　国士無双 1.8l 4,200 10,710 5,054 2.1
八重垣酒造　純米大吟醸 青乃無 300ml 700 1,785 1,260 1.4
八重垣酒造　純米 黄乃無 300ml 345 880 504 1.7
栄光酒造　純米大吟醸夢月夜 300ml 760 1,938 630 3.1
上撰　白鶴　生貯蔵酒 300ml 189 482 334 1.4
超特撰 白鶴 大吟醸 180ml 259 660 531 1.2
菊水酒造　無冠帝　吟醸 300ml 439 1,119 571 2.0
菊水酒造　菊水の辛口 300ml 309 788 373 2.1
菊水酒造　菊水の四段仕込 300ml 309 788 373 2.1
白馬錦　吟醸雪どけ吟醸 720ml 1,560 3,978 1,470 2.7
高砂酒造　純米大吟醸国士無双あさひかわ720ml 1,800 4,590 1,600 2.9
本田商店　龍力　大吟醸米のささやきYK40720ml 3,600 9,180 3,150 2.9
高砂酒造　純米吟醸大雪 300ml 540 1,377 571 2.4
飯沼本家 甲子純米吟醸 720ml 1,000 2,550 1,365 1.9
花の舞酒造　吟醸酒花ラベル　 300ml 400 1,020 504 2.0
大和川酒造　吟醸良志久 720ml 800 2,040 1,050 1.9
鳳鳴酒造　本醸造からくち 300ml 390 995 399 2.5

外資系量販店C 白鶴酒造　まる 2l 799 2,037 1,413 1.4

高級スーパーA
（百貨店内テナント）

酒類専門店B
（百貨店内テナント）
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図 3.7-10 台湾・香港で販売される日本酒の価格ストラクチャー46 

 

(3) 各流通経路の商品の品質 

日本産の日本酒のうち、中小規模の蔵元の純米酒や吟醸酒（いわゆる地酒）など高級品

は、レストランやホテル、百貨店、高級スーパー、専門店などで販売されることが多い。

他方、大手酒造メーカーの普通酒など中級品以下は、コンビニエンスストアや量販店、ス

ーパーマーケットで比較的安価に売られている。また、特にコンビニエンスストアでは、

いわゆるワンカップの普通酒が多く販売されている。 

日本産の日本酒のなかでは、低価格の 3 大ブランド（大関、月桂冠、白鶴）がほぼ 9 割

のシェアを占めており、それ以外の中小規模蔵元の純米酒や吟醸酒など（いわゆる地酒）

のシェアは 1 割ほどにとどまっている状況のようである 29。 

                                                  
46日本貿易振興機構「平成 15 年度海外マーケティング実態調査報告書（台湾・香港におけ

る日本酒の輸出可能性について）」 
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3.7.4. 日本産の主要農林水産物等（台湾・日本酒）への需要及び潜在需要の明確化 

(1) 需要状況（震災前・後） 

2010 年、2011 年の日本から台湾に輸出された日本酒の月別の数量と金額を、表 3.7-6

及び図 3.7-11 に示す。このように、2011 年は、2010 年とほぼ同程度の水準を維持してい

ることがわかる。 

 

表 3.7-6 日本からの日本酒の台湾向け輸出量・輸出額の推移（月別（2010・2011 年））

14 

2010年 2011年 2010年 2011年
1月 293.7 167.5 77.9 45.4
2月 98.6 221.6 28.0 68.0
3月 98.2 143.9 33.0 42.3
4月 123.4 116.2 38.1 34.0
5月 80.4 96.2 27.6 30.9
6月 65.5 71.4 26.5 27.3
7月 98.8 69.3 33.7 26.0
8月 121.8 81.8 37.9 29.7
9月 126.5 137.3 42.3 41.3

10月 125.0 157.2 34.4 53.5
11月 159.0 242.1 56.1 75.5
12月 248.5 175.6 66.3 51.4

金額（百万円）

清酒

品目 月
数量（トン）
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図 3.7-11 日本からの日本酒の台湾向け輸出量の推移（月別（2010・2011 年）、数量）

14 
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また、消費者アンケートの結果によれば、震災後 1 ヶ月間では、日本産清酒を「買わな

くなった」という回答が 35.3%と最も多かったが、次いで多かった回答が「震災前と変わ

らない、もしくは増えた」で、27.6%であった（図 3.7-12）。また、アンケート回答時の

2011 年 9 月末～10 月上旬の時点では、「買わなくなった」という回答と「震災前と変わら

ない、もしくは増えた」という回答が同じ割合（28.7%）を占めており、わずかに需要が回

復していたことがわかる（図 3.7-13）。 

27.6%

9.9%

8.8%
9.6%

8.8%

35.3%

－ 日本酒 －

震災前と変わらない、も

しくは増えた
震災前の80％程度に

減った
震災前の60％程度に

減った
震災前の40％程度に

減った
震災前の20％程度に

減った
買わなくなった

n = 272

 

図 3.7-12 日本産の購入頻度（震災後１ヶ月間）（台湾・日本酒） 
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28.7%

14.0%

12.1%
8.1%

8.5%

28.7%

－ 日本酒 －

震災前と変わらない、もしくは

増えた

震災前の80％程度に減った

震災前の60％程度に減った

震災前の40％程度に減った

震災前の20％程度に減った

買わなくなった

n = 272

 

図 3.7-13 日本産の購入頻度（震災前との比較）（台湾・日本酒） 

 

なお、現地でのインタビューによると、一部ではあるが当面は東北産の日本酒を扱わな

い意向を示している輸入業者もある（なお、この業者は震災直後から 7 月まで、あらゆる

日本産酒類の輸入を取りやめている）とのことであったが、上に示したデータを見る限り、

それが輸入量に顕著に影響を及ぼすには至っていない模様である。 

 

(2) 輸出競合国との競争及び住み分け状況 

統計データ中には日本酒、清酒という区分が存在しないため、ここでは 2007 年から 2010

年の穀物醸造酒の輸入先別の数量、金額、単位重量あたりの金額について、表 3.7-7 と図 

3.7-14、表 3.7-8、表 3.7-9 にそれぞれ示す。輸入穀物醸造酒という枠組みで見た場合だと、

日本のシェアが圧倒的に高く、2 位の韓国を大きく引き離していることがわかる。 
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表 3.7-7 台湾における国別穀物醸造酒輸入先の推移（数量（トン））30 

輸入相手国 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年
日本 1,683.1 1,577.0 1,375.4 1,384.9 1,467.3
韓国 5.8 22.4 3.3 13.7 15.2
英国 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
マカオ 0.4 2.7 0.0 0.0 0.0
ドイツ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
その他 0.0 0.0 0.0 0.0 0.4
合計 1,689.4 1,602.1 1,378.7 1,398.7 1,482.9  

※HS コード 2206.00-1000：穀物醸造酒 
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図 3.7-14 台湾における国別穀物醸造酒輸入先の推移（数量）30 

 

表 3.7-8 台湾における国別穀物醸造酒輸入先の推移（金額（百万 NT ドル））30 

輸入相手国 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年
日本 156.6 154.1 142.9 166.0 178.1
韓国 0.5 0.7 0.0 0.2 0.2
英国 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
マカオ 0.2 0.1 0.0 0.0 0.0
ドイツ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
その他 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2
合計 157.3 154.9 142.9 166.2 178.6  
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表 3.7-9 台湾における国別穀物醸造酒輸入先の推移（単位トンあたりの金額（千 NT ド

ル/トン））30 

輸入相手国 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年
日本 93.1 97.7 103.9 119.9 121.4
韓国 79.1 30.6 13.2 14.2 15.0
英国 0.0 0.0 0.0 285.7 0.0
マカオ 529.3 53.5 0.0 0.0 0.0
ドイツ 0.0 55.6 0.0 0.0 0.0
その他 0.0 0.0 0.0 916.7 522.7

平均 116.9 39.6 19.5 222.7 109.9  

 

ただし、穀物以外の醸造酒や蒸留酒などあらゆる輸入酒類を含めると、日本酒は数ある

輸入酒類の一つに過ぎず、欧州やチリ、豪州、米国産のワインなど、有力な競合が多く存

在する状態とも言える。上述のように、ワインの輸入関税は CIF 価格の 10%となっており、

日本酒は不利な状態にある。台湾の酒類市場に占める日本産の日本酒のシェアは、対醸造

酒（ビール除く）比で 7.2%、対醸造酒（ビール除く）及び蒸留酒比で 2.2%、ビールを含む

酒類全体比で 0.3%という状況となっている（いずれも 2008 年の数値、体積比）。 

日本産の日本酒が台湾の清酒市場に占めるシェアは 3 割ほどであるが、うち上述した 3

大ブランド（大関、月桂冠、白鶴）が 9 割を占める。ただし、これらをはじめとする低価

格の日本産の普通酒は、上に述べた台湾産清酒とまともに競合する状況となっており、差

別化が図れず今後の需要の伸びがなかなか見込めない状況となっている模様である。台湾

にて政策的に重要視されているコメ関連産品を保護するための関税の問題もあるが、台湾

産清酒と日本産清酒との違いを認識してもらう努力がまず必要であるという議論も存在す

る47。 

現地の輸入業者へのインタビューでは、米国やフランスなどと比べると、日本の清酒業

界全体としてのプロモーションが少ないように感じられ、アピール力に乏しいという指摘

があった。さらに、日本の輸出商社を通すのみならず、直接日本の蔵元（或いは輸出促進

団体など）にコンタクトを取って取引を行いたいが、海外向けの窓口・連絡先がわからず、

また仮に連絡が取れたとしても英語でのコミュニケーションにも苦労する、という意見も

出された。 

(3) 今後の需要の伸びの検討 

輸入業者へのインタビューによると、現状の外食店舗における日本酒の消費については、

ほぼ飽和状態にある状況のようである。また、それ以外の小売チャネルで販売されている

分についても、清酒以外の輸入酒類や台湾産日本酒に比べて大きな差別化ができていない

                                                  
47 「清酒の輸出に関する意見交換会」議事要旨 

http://www.nta.go.jp/shiraberu/senmonjoho/sake/yushutsu/ikenkokan/070613/01.htm 
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状況であり、関税の問題もあって特に普通酒については今後大きな需要の伸びを期待する

のは難しいと考えられる。 

だが、上述のように日本の中小規模蔵元が造っている吟醸酒や純米酒（いわゆる地酒）

の認知度はまだまだ低い状況であり、こういった蔵元（或いは輸出協議会など関連団体）

の輸出体制の強化を行い、併せて、日本料理以外との組み合わせも念頭に置いたかつそれ

ら多数の銘柄についてのプロモーション、宣伝活動を行って個々の銘柄を売り込んでいく

ことで、徐々に輸出を拡大する余地は残されているだろう。 

また、たとえばワインなどは、西洋料理店のみならず中華料理店などでも消費されてい

る模様である。日本酒についても、日本料理以外（特に、現地の中華料理）との組み合わ

せも念頭に置いたプロモーションを行うことで、（広義の）日本食レストラン以外のまっ

たく新たな外食店舗における販売拡大の可能性も残されていよう。 

 

ポイント 台湾（日本酒） 

 市場の概況 

・ 日本酒は数ある輸入酒類の１つであり、関税も高い（CIF 価格の 40%）ため、現

状の輸出の 9 割を占める大手酒造メーカーの普通酒については、今後輸出が大き

く伸びる状況ではない。 

・ 日本酒という枠だと、台湾産の清酒が数ブランドあり、廉価な普通酒と競合状態

にある。また、酒類全体で見ると、さまざまな輸入及び台湾産酒類と競合状態に

ある（ワインの関税は 10%であり、相対的に日本酒は不利である）。台湾の酒類

市場全体（ビール除く）に占めるシェアは 2.2%、醸造酒のみ（ビール除く）だと

7.2%（2008 年・容量比） 

・ 10 数社程度の輸入業者及び卸売業者（両者を兼ねる場合も多い）が主なプレーヤ

ー。うち、いくつかの業者は、独自に小売店舗を経営している。（焼肉などを含

む広義の）日本食レストランなど、外食における消費が多い。 

・ 台湾での販売価格は、日本の店頭での小売価格のおおよそ 2～3 倍程度である。 

 課題 

・ 一部、東北産日本酒の取扱を逡巡する業者も存在する模様だが、基本的に大きな

風評被害は確認されない。 

・ 主な輸出阻害要因は、円高と高関税、さらに台湾産清酒など競合品の存在である。

 今後の需要見込み・対応 

・ 大手酒造メーカーの廉価な普通酒の市場は飽和状態であるため、今後は、中小規

模蔵元（或いは輸出協議会など関連団体）が造っている、いわゆる地酒について

の輸出体制の強化・支援や、日本料理以外との組み合わせも念頭に置いた地酒を

中心としたプロモーションを行うことで、高～中級品のさまざまな銘柄の輸出を

試みることが有効と考えられる。 
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3.8. 加工食品 

3.8.1. 対象国・地域の市場実態 

(1) 生産量・輸出入量・販売量の動向 

日本から台湾、香港、韓国に輸出されている加工食品には数多くの種類・品目があるが、

本報告書では、農林水産省が公開している「農林水産物輸出入概況」等の各種資料におい

て「加工食品」に分類されている各種品目を、特に対象として取り上げることとする。 

まず、上に示した加工食品に該当する品目全体の、台湾向け輸出量及び輸出額を、表 3.8-1

及び図 3.8-1、図 3.8-2 に示す。 
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表 3.8-1 日本からの加工食品の台湾向け輸出量・輸出額の推移 14 

2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年
数量（トン） 37,188.0 33,288.9 34,471.7 36,706.9 37,611.3 39,831.9 34,074.1 29,656.6 33,819.9 35,569.9

金額（百万円） 14,193.1 13,464.0 14,125.9 16,583.1 17,592.7 18,941.8 18,532.1 16,487.8 17,332.6 16,890.4  
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図 3.8-1 日本からの加工食品の台湾向け輸出量の推移（数量）14 
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図 3.8-2 日本からの加工食品の台湾向け輸出額の推移（金額）14 
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このように、加工食品全体で見ると、日本からの台湾向け輸出額は 2003 年から 2007 年

までは増加傾向にあり、その後は現在に至るまで 170 億円前後で停滞していることがわか

る。 

次に、日本から台湾へ輸出している加工食品のうち、菓子類、およびソース等の調味料

の占める割合を図 3.8-3 に示す。菓子類（28%）とソース等の調味料（22％）の両者のみ

で、加工食品輸出額の半分を占めていることがわかる。 
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4,759, 28%

ソース等の

調味料, 
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その他, 
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50%
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図 3.8-3 日本から台湾への加工食品輸出額に占める菓子類、ソース等の調味料の割合

（金額、2010 年） 

 

以下、特にこれら菓子類と調味料類について、輸出額等の推移についての統計データを

示すとともに、市場実態や風評被害の状況、今後の需要の伸びしろについての検討を行う

こととする。 

（なお、「菓子」や「調味料」としてどの品目までを含めるかによって、輸出動向の捉

え方が変わる可能性があることには留意すべきである。たとえば、農林水産省国際部国際

政策課の農林水産物輸出入概況においては、菓子類を米菓とそれ以外に分けて集計してい

るため、加工食品の台湾向け輸出で最も多いのは「調味料類」であり、次いで「菓子類（米

菓子除く）」とされている。） 
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表 3.8-2 及び図 3.8-4、図 3.8-5 に菓子類の、表 3.8-3 及び図 3.8-6、図 3.8-7 に調味料

類の、日本から台湾への輸出量及び輸出額の推移をそれぞれ示す。 

菓子類については、2002 年以降 2007 年までは順調に輸出額が増加していたものの、そ

れ以降は 2009 年まで一旦落ち込み、以降現在まで 40 億円台後半で推移していることがわ

かる。他方、調味料類については、多少の増減はあるものの、輸出金額は 2002 年以降現在

まで基本的に漸増傾向にあることがわかる。 

 

表 3.8-2 日本からの菓子類の台湾向け輸出量・輸出額の推移 14 

2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年
数量（トン） 4,117.7 4,023.8 4,682.5 6,425.8 6,495.9 7,230.2 6,715.4 4,757.9 5,331.2 5,145.0

金額（百万円） 3,549.9 3,552.4 4,032.4 5,364.1 5,767.1 6,313.2 5,878.9 4,386.3 4,912.5 4,759.3  
※菓子類とは、以下の HS コードの品目を指す。 

砂糖菓子（ホワイトチョコレートを含むものとし、ココアを含有しないものに限る。） 

1704.10-000：チューインガム（砂糖で覆ってあるかないかを問わない。） 

1704.90-100：その他のもの －－ キャンディー類 

1704.90-900：その他のもの －－ その他のもの 

チョコレートその他のココアを含有する調製食料品 

1806.10-000：ココア粉（砂糖その他の甘味料を加えたものに限る。） 

1806.20-000：その他の調製品（塊状、板状又は棒状のもので、その重量が 2 キログラム

を超えるもの及び液状、ペースト状、粉状、粒状その他これらに類する形状のもので、

正味重量が 2 キログラムを超える容器入り又は直接包装にしたものに限る。） 

1806.31-000：その他のもの（塊状、板状又は棒状のものに限る。）－－ 詰物をしたも

の 

1806.32-000：その他のもの（塊状、板状又は棒状のものに限る。） －－ 詰物をしてな

いもの 

1806.90-000：チョコレートその他のココアを含有する調製食料品－ その他のもの 

パン、ペーストリー、ケーキ、ビスケットその他のベーカリー製品（ココアを含有するか

しないかを問わない。）及び聖さん用ウエハー、医療用に適するオブラート、シーリング

ウエハー、ライスペーパーその他これらに類する物品 

1905.10-000：クリスプブレッド 

1905.20-000：ジンジャーブレッドその他これに類する物品 

1905.31-000：スイートビスケット、ワッフル及びウエハー－－ スイートビスケット 

1905.32-000：スイートビスケット、ワッフル及びウエハー－－ ワッフル及びウエハー 

1905.40-000：ラスク、トーストパンその他これらに類する焼いた物品 

1905.90-100：その他のもの－－ あられ、せんべいその他これらに類する米 

1905.90-900：その他のもの－－ その他のもの 
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図 3.8-4 日本からの菓子類の台湾向け輸出量の推移（数量）14 
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図 3.8-5 日本からの菓子類の台湾向け輸出額の推移（金額）14 
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表 3.8-3 日本からのソース等の調味料の台湾向け輸出量・輸出額の推移 14 

2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年
数量（トン） 5,443.0 5,374.3 6,517.5 6,654.3 6,564.7 8,182.0 7,445.0 7,423.0 8,412.4 7,846.2

金額（百万円） 2,581.0 2,662.7 2,927.9 2,945.9 2,803.6 3,285.7 3,258.4 3,414.9 3,862.2 3,755.8  
※ソース等の調味料とは、以下の HS コードの品目を指す。 

ソース、ソース用の調製品、混合調味料、マスタードの粉及びミール並びに調製したマス

タード 

2103.10-000：醤油 

2103.20-000：トマトケチャップその他のトマトソース 

2103.30-000：マスタードの粉及びミール並びに調製したマスタード 

2103.90-100：その他のもの－－ 味噌 

2103.90-900：その他のもの－－ その他のもの 
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図 3.8-6 日本からのソース等の調味料の台湾向け輸出量の推移（数量）14 
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図 3.8-7 日本からのソース等の調味料の台湾向け輸出額の推移（金額）14 

 

3.8.2. 日本産の主要農林水産物等（台湾・菓子）の購買層の明確化 

(1) 調査品目の購買目的、頻度 

消費者アンケートの結果によれば、消費者全体での日本産菓子類の購買目的としては、

「自分や家族が日常に食べる目的で」が 71.5%と最も多く、次いで「自分や家族が特別な

ときに食べる目的で」が 17.4%、「贈答用」が 11.1%を占める状況であった（図 3.8-8）。

日本産の菓子類は、ほぼ日常用として消費されていることがわかる。 

また、震災前の菓子類の購入頻度については、「必ず日本産の商品を買っていた」、「ほ

とんどの場合、日本産を買っていた」、「日本産とそれ以外では、どちらかというと日本

産を買うことのほうが多かった」が合わせて 3 割ほどであった。さらに、潜在的な購買層

と考えられる「日本産をたまに買うことがあった」が 38.2%であり、これらを合計すると

全体のおよそ 7 割を占める（図 3.8-9）。これは、本報告書において調査対象とした品目の

中でもっとも高い値であり、台湾の消費市場に対して日本産の菓子類が既に大きく浸透し

ていることを示していると言えよう。48 

ただし、台湾においては日本の製造業者によって第三国や台湾で生産された加工食品も

多く流通しているため、純粋な日本産とそれ以外の国で生産されたものがはっきり区別さ

れた結果の回答であるかどうかは不明である。 

                                                  
48 なお、調味料類については今次調査では消費者アンケートを実施していない。 
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図 3.8-8 日本産の購入目的（震災前）（台湾・菓子） 
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図 3.8-9 日本産の購入頻度（震災前）（台湾・菓子） 
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(2) 購買層（所得別、年齢別、地域別等） 

消費者アンケートでは、日本産の菓子類の購入頻度を回答者の月収階級別に集計した結

果、「必ず日本産の商品を買っていた」、「ほとんどの場合、日本産を買っていた」、も

しくは「日本産とそれ以外では、どちらかというと日本産を買うことのほうが多かった」

と回答した割合が最も高かったのは、月収が 100,000 元以上の階級であった。以降、月収

階級が下がるに従って回答割合が下がっていく傾向にあったが、月収 30,000～40,000 元未

満より下の階級になると、逆に若干回答割合が増加する傾向にあった49（図 3.8-10）。 

このように、所得階級ごとの差は見られるものの、比較的幅広い層が購買層となってい

ることがわかる。他の日本産農産物・食品と比べても、より若い年代にも購買層が広がっ

ていると推察される。 
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図 3.8-10 日本産の購買頻度（所得別）（台湾・菓子） 

                                                  
49 現時点の所得は少ないものの、貯蓄などにより相応の支出が可能な高齢者などの回答結

果が含まれているためと考えられる。 
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(3) 消費者の購買基準（価格、産地、品質等） 

現地の輸入業者へのインタビューによると、菓子類、調味料類など加工食品の場合、台

湾の消費者（特に中所得層以下）は、「日本風」の商品であれば、実際の生産地がどこで

あろうともできる限り安いものを購入しようとする傾向が強いとのことであった。果物な

ど青果物と異なり、菓子類、調味料類など加工食品については、「日本産」であることの

ブランド力が発揮しにくい特徴があると言えよう。 

上述の傾向は、台湾の景気が低迷している現在、特に顕著になっていると推察される。

（なお、円高の進行により日本産加工食品の小売価格が上昇した場合、同傾向がさらに助

長されることとなろう。） 

 

3.8.3. 日本産の主要農林水産物等（台湾・菓子、調味料）の商流 

・萊爾富 （Hi-Life）
・統一7-eleven超商

（セブンイレブン）
・全家便利超商

（ファミリーマート）

製造
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輸入
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される場合（並行輸入）がかなり
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図 3.8-11 日本産加工食品（菓子類、調味料類）の商流（台湾） 

 

(1) 各流通経路の各流通段階における取扱量及びシェア 

加工食品、特に菓子類・調味料類の商流の状況と各チャネルにおける取扱量のおおよそ

のシェアは図 3.8-11 のとおりである。 

日本国内の製造業者が輸出業者を兼ねて（あるいは輸出代理店を通して）現地へ商品を

出す、という流れが主流となっている。なお、日本からの輸出とはならないが、日本の製
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造業者が台湾やタイなどの第三国で生産した加工食品が、台湾内で流通している場合も多

い50。 

また、日本国内向けに出荷されたものが、正規の輸出代理店を通さずに現地に出されて

（並行輸出）、流通していることも多いようである。日本の製造業者はそれらを輸出とし

て把握していないため、商品ごとの正確な輸出量把握が困難という問題がある。 

台湾側の商流について、菓子類、調味料類の場合、品目・商品により扱っている業者が

それぞれ異なっている。そのため、多数の輸入業者及び卸売業者（両者を兼ねる会社もあ

る）がプレーヤーとなっており、全体像の把握が困難な状況である。 

また小売については、品目や価格帯次第ではあるが、百貨店から量販店、コンビニエン

スストアまで広く分布している。概して、高価格のものは百貨店や専門店で、低価格のも

のがスーパーマーケットやコンビニエンスストアで販売されているようである。 

 

(2) 各流通段階におけるバリューチェーン 

各流通段階での価格は今次調査では把握できなかったが、最終段階の小売での菓子類販

売価格について、一例を示す。2012 年 12 月時点では、あるコンビニエンスストアにおい

て、株式会社明治の「明治ミルクチョコレート」が 1 つ 42 台湾元（1 台湾元を 2.55 円とす

ると、およそ 107 円）、おやつカンパニーの「ベビースターラーメン」93 グラムが 39 台

湾元（1 台湾元を 2.55 円とすると、およそ 99.5 円）であった。一般に、特に菓子類は輸入

業者が大量に仕入れ、さまざまな小売店に販売しているためコストがさほどかからず、中

には日本で買う場合とあまり変わらないものも存在するようである。 

いずれにせよ、品目により状況が大きく異なるため、菓子類、調味料類のバリューチェ

ーン構造についての全体像把握は今後の課題である。 

 

(3) 各流通経路の商品の品質 

菓子類、調味料類など、いずれの加工食品も販売チャネルによるグレードの差はほとん

どなく、共通の価格帯のものが販売されている。ただし、コンビニエンスストアで販売さ

れているものは小さなパッケージ、量販店で販売されているものは大きなパッケージが主

体であるなど、販売単位には差が存在する。 

なお、菓子類については、大手菓子メーカーのスナック菓子、チョコレート菓子など、

いわゆる日本のコンビニエンスストアやスーパーマーケットで売られている一般大衆向け

のグレードのものがほとんどであり、高級菓子類はほとんど流通していない模様であった。 

 

                                                  
50 対象品目ではないが、特に乾燥麺（インスタントラーメンなど）は、日本国外で製造・

輸出される場合が大半のようである。 
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3.8.4. 日本産の主要農林水産物等（台湾・菓子、調味料）への需要及び潜在需要の明確

化 

(1) 需要状況（震災前・後） 

2010 年、2011 年の日本から台湾に輸出された菓子類の月別の数量と金額を表 3.8-4 及び

図 3.8-12 に、調味料類の月別の数量と金額を表 3.8-5 及び図 3.8-13 に、それぞれ示す。 

菓子類については、2011 年は 2010 年とほぼ同程度の水準を維持しており、ほとんど影

響を受けていないことがわかる。また調味料類は、震災直後の 4 月は前年に比べむしろ輸

出が増加している（原発事故以前に製造されたものの駆け込み需要とも考えられる）が、8

月及び 10 月に若干の落ち込みが発生している。 
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表 3.8-4 日本からの菓子類の台湾向け輸出量・輸出額の推移（月別（2010・2011 年））

14 

2010年 2011年 2010年 2011年
1月 641.3 394.4 586.5 360.5
2月 379.8 408.2 341.0 350.6
3月 291.9 416.6 276.9 371.6
4月 306.9 382.0 296.7 334.4
5月 357.5 292.8 314.4 264.7
6月 419.8 383.2 348.9 334.5
7月 363.5 413.7 320.8 342.1
8月 450.2 334.8 373.9 326.0
9月 387.7 425.1 359.7 430.7

10月 487.2 459.5 500.7 462.2
11月 548.7 546.5 510.0 535.7
12月 696.8 688.2 682.9 646.5

金額（百万円）

菓子類

品目 月
数量（トン）
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図 3.8-12 日本からの菓子類の台湾向け輸出額の推移（月別（2010・2011 年））14 
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表 3.8-5 日本からのソース等の調味料の台湾向け輸出量・輸出額の推移（月別（2010・

2011 年））14 

2010年 2011年 2010年 2011年
1月 774.6 555.9 366.9 265.3
2月 401.0 521.9 198.2 241.1
3月 590.7 604.5 245.3 273.3
4月 626.6 752.2 291.8 390.4
5月 693.6 607.7 292.1 300.6
6月 799.5 710.2 365.0 360.1
7月 735.7 734.1 347.2 353.0
8月 751.1 505.2 324.7 239.8
9月 660.2 692.5 292.5 315.3

10月 781.2 655.6 393.2 290.0
11月 709.5 707.5 337.5 342.1
12月 888.7 798.8 407.9 384.9

金額（百万円）

ソース等の
調味料

品目 月
数量（トン）
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図 3.8-13 日本からのソース等の調味料の台湾向け輸出額の推移（月別（2010・2011

年）14 
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消費者アンケートの結果によれば、震災後 1 ヶ月間であっても、日本産の菓子類の購入

頻度は「震災前と変わらない、もしくは増えた」という回答が 33.3%と最も多い状況であ

った。ただし、既に輸入済みで、原発事故以前に製造されたことが明らかである商品につ

いては、在庫がなくなることを懸念した駆け込み需要が発生した可能性もある。また、「買

わなくなった」という回答も 31.5%あり、「震災前と変わらない、もしくは増えた」に次

いで多い（図 3.8-14）。 

また、アンケート回答時の 2011 年 9 月末～10 月上旬の時点では、「震災前と変わらな

い、もしくは増えた」という回答が 38.6%まで増大しており、また「買わなくなった」と

いう回答も 22.2%まで低下していた（図 3.8-15）。需要が回復していることがわかる。 
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図 3.8-14 日本産の購入頻度（震災後１ヶ月間）（台湾・菓子） 
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図 3.8-15 日本産の購入頻度（震災前との比較） 

 

(2) 輸出競合国との競争及び住み分け状況 

2002 年から 2011 年の輸入先別の金額を、菓子類については表 3.8-6 及び図 3.8-16 に、

調味料類については表 3.8-7 及び図 3.8-17 に、それぞれ示す。 

菓子類全体で見ると、近年イタリアがシェアを大幅に伸ばしており、2009 年には横這い

成長の日本を抜いてトップシェアを獲得していることがわかる。また調味料類については、

日本が第 2 位の米国を押さえて圧倒的なシェアを維持しており、優位な位置づけにあるこ

とが確認できる。 
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表 3.8-6 台湾における国別菓子類輸入先の推移（金額（百万 NT ドル））30 

輸入相手国 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年
イタリア 373.3 320.8 314.6 379.6 357.8 323.6 391.5 474.7 564.8 567.1
日本 275.0 287.1 295.0 426.9 432.5 414.4 466.7 400.4 429.1 423.2
米国 254.6 245.9 247.5 250.1 172.9 176.7 227.2 201.4 212.7 269.6
ドイツ 60.9 61.9 75.2 49.2 39.7 46.6 114.8 112.7 155.0 150.8
マレーシア 48.0 36.6 103.5 214.5 197.7 162.2 140.9 145.3 159.5 142.7
ベトナム 27.2 12.7 12.6 14.5 22.8 8.8 47.2 82.6 108.1 108.1
インドネシア 81.5 170.8 130.3 103.6 79.3 79.3 71.8 97.4 85.5 95.3
スイス 38.6 54.6 57.6 63.5 59.2 58.7 53.0 46.8 62.4 82.1
タイ 98.4 84.5 79.8 75.7 103.1 84.2 100.2 113.5 99.1 78.0
ベルギー 17.2 29.0 35.8 54.4 46.2 54.0 51.6 43.7 40.8 61.2
ポーランド 2.3 0.0 2.2 5.4 2.6 1.5 7.4 27.9 39.9 60.7
フランス 32.5 22.8 30.2 36.1 23.8 31.3 37.1 30.0 26.2 52.8
ロシア 0.0 0.0 0.0 0.0 0.6 21.1 20.6 21.9 29.9 42.7
英国 35.2 41.5 47.9 57.7 50.2 41.2 31.0 24.9 33.0 25.5
オーストラリア 231.0 183.9 221.4 196.3 128.2 66.4 52.5 46.5 29.3 20.7
韓国 52.6 29.5 30.7 48.7 43.0 55.4 28.1 21.4 22.8 20.0
フィリピン 6.2 2.5 3.5 6.3 9.8 22.5 17.3 18.1 20.6 17.8
オランダ 108.6 88.4 81.5 83.7 81.0 74.8 24.2 8.0 8.3 17.6
アルゼンチン 14.0 73.8 97.0 122.4 134.2 77.8 105.8 62.1 78.4 15.4
トリニダード・トバゴ 15.4 13.2 15.0 22.1 20.5 15.4 19.7 19.0 18.6 15.0
トルコ 7.9 17.0 16.5 20.0 9.3 5.3 13.2 12.8 15.1 14.9
カナダ 12.4 9.4 8.9 9.3 12.1 7.8 16.8 4.1 12.2 12.8
オーストリア 28.1 21.3 27.0 17.4 23.4 16.6 13.8 7.6 8.7 12.1
メキシコ 3.3 2.1 2.2 5.5 2.8 3.6 4.9 7.8 9.5 10.9
チェコ 2.2 3.6 3.8 3.2 5.0 5.8 7.0 7.3 8.5 10.8
香港 137.9 135.6 69.7 20.8 9.9 16.4 9.5 5.5 11.0 5.6
スウェーデン 0.2 0.1 1.3 0.2 2.5 0.2 1.7 2.5 2.5 3.8
スペイン 17.5 23.2 8.5 10.8 8.3 9.4 3.5 0.9 4.4 3.4
ギリシャ 1.0 0.5 0.9 0.3 0.2 0.1 0.3 1.6 2.4 3.4
ニュージーランド 0.1 1.2 2.6 0.4 0.1 4.7 2.2 1.2 3.1 2.3
シンガポール 0.0 0.4 0.3 1.2 0.9 2.3 3.6 3.1 2.2 1.7
デンマーク 1.0 0.1 0.0 0.0 1.3 0.3 0.1 0.2 1.3 1.2
ハンガリー 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.3 0.6 0.0 0.1 1.2
パキスタン 3.7 4.3 2.9 2.3 1.8 1.3 0.9 1.3 1.6 1.0
ブラジル 5.1 10.0 9.3 10.8 7.3 8.4 1.3 7.9 7.5 0.8
ルーマニア 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.7
ウクライナ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.6
リトアニア 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.5
インド 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.1 0.1 0.2 0.2 0.2
UAE 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 26.4 6.6 0.2
コスタリカ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.2 0.2 0.1 0.0 0.1
エクアドル 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1
その他 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.6 0.0 0.0 0.0 0.1
フィンランド 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
スロバキア 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
ミャンマー 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 0.8 0.0 0.0 0.0
チリ 1.3 3.8 3.5 0.0 0.0 1.6 5.2 2.3 0.9 0.0
コロンビア 2.2 3.1 8.2 4.4 2.6 2.9 3.5 0.0 0.6 0.0
サウジアラビア 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.6 0.4 0.0
カンボジア 0.0 0.0 0.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0
ブルガリア 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0
南アフリカ 2.0 2.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
ラオス 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.8 0.4 0.0 0.0
中国 0.0 0.0 0.0 0.0 0.8 0.8 0.5 0.2 0.0 0.0
ルクセンブルク 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
マカオ 1.0 0.0 0.0 0.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
イラン 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0
アイルランド 0.0 0.0 0.4 0.1 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
ガーナ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
ドミニカ共和国 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
ポルトガル 0.0 0.0 0.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
オマーン 2.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
合計 2,001.8 1,997.7 2,049.0 2,317.9 2,093.7 1,906.0 2,100.4 2,092.3 2,323.3 2,354.9  

※菓子類は、HS コード 1704.90-0090：キャンディー、1704.10-0000：チューインガム、

1806.31-0000：チョコレート（塊・棒状で 2kg 以下、包装済み）、1905.90-5000：米菓と

した。 
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図 3.8-16 台湾における国別菓子類輸入先の推移（金額（百万 NT ドル）、上位 10 カ国）

30 
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表 3.8-7 台湾における国別ソース等の調味料輸入先の推移（金額（百万 NT ドル））30 

輸入相手国 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年
日本 676.4 707.3 836.7 810.1 791.4 963.3 984.4 1,121.5 1,320.1 1,280.3
米国 306.9 262.4 248.5 232.2 185.6 222.4 375.9 392.4 371.7 349.2
中国 43.6 175.2 80.9 105.9 119.3 124.3 136.1 134.8 162.6 167.4
香港 214.1 179.6 171.8 137.7 82.1 80.7 82.4 77.5 135.1 103.4
タイ 64.5 58.6 57.8 60.5 71.7 84.4 91.7 85.1 102.2 96.4
インドネシア 3.8 4.3 5.2 2.8 3.4 4.0 4.4 4.5 4.6 52.5
イタリア 19.7 18.9 22.9 19.9 27.8 32.6 35.9 43.1 38.2 51.5
韓国 38.6 37.3 30.9 37.5 43.8 41.5 39.5 43.1 49.7 50.7
マレーシア 12.0 11.5 51.7 101.7 179.4 197.5 52.9 46.8 59.3 46.3
シンガポール 21.1 18.8 19.8 19.8 14.0 21.1 17.7 20.5 28.4 36.7
オーストラリア 41.0 45.8 37.8 28.6 30.7 29.3 29.5 20.9 20.7 19.4
ドイツ 42.7 78.2 58.1 49.6 12.3 13.3 14.8 12.5 17.1 19.2
フランス 7.5 10.4 12.8 8.5 8.8 18.7 19.6 15.7 19.6 18.1
オランダ 0.5 0.9 0.7 4.6 7.4 8.7 7.0 7.7 10.2 15.2
ノルウェー 5.2 4.4 5.3 5.3 7.1 7.3 11.7 16.5 23.5 15.0
カナダ 3.9 5.8 6.5 5.0 5.4 8.3 11.0 13.0 11.4 12.3
ベトナム 8.2 8.1 6.5 6.6 8.9 10.1 9.3 10.7 11.9 11.0
スイス 4.7 2.7 4.3 5.3 6.4 7.2 8.6 8.5 10.2 10.9
英国 9.9 8.8 9.0 9.3 7.7 12.0 12.0 13.4 8.4 9.6
スウェーデン 0.0 0.0 0.7 0.6 3.3 1.3 2.6 3.4 3.7 7.2
フィリピン 3.4 4.8 4.3 6.1 6.8 5.8 4.9 4.8 5.1 5.9
スペイン 1.4 3.9 8.5 5.4 2.2 1.3 1.7 3.6 4.5 5.6
ニュージーランド 3.6 4.9 4.4 4.1 3.3 4.3 1.7 3.8 6.2 5.5
インド 4.2 3.7 3.3 2.1 1.8 1.1 1.9 2.9 4.6 5.4
ハンガリー 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.5
チェコ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 0.3 0.4 2.3 3.0 1.2
デンマーク 0.4 3.3 2.0 1.7 1.2 0.9 0.7 0.5 0.4 0.9
イスラエル 0.0 0.0 0.0 1.1 0.8 0.4 0.6 0.4 0.2 0.6
パキスタン 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.3 0.3
ベルギー 0.4 0.2 0.3 0.2 0.1 2.4 2.0 0.7 1.5 0.3
ギリシャ 0.1 0.0 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.3 0.1 0.2
メキシコ 0.0 0.2 0.3 0.0 0.1 0.1 0.1 0.3 0.7 0.2
エジプト 0.0 0.0 0.0 0.0 0.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1
ポルトガル 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1
南アフリカ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 0.6 0.1 0.2 0.2 0.0
トルコ 2.2 0.1 0.9 0.4 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
レバノン 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
ミャンマー 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
セルビア 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
ポーランド 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.4 0.0
ヨルダン 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0
マダガスカル 0.0 0.0 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
モロッコ 0.0 1.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
スリランカ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
エクアドル 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 0.0
マカオ 0.9 3.9 1.9 2.6 0.6 0.0 0.4 1.2 0.1 0.0
パナマ 0.0 0.0 0.3 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.1 0.0
キプロス 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0
オーストリア 0.3 0.1 0.0 0.2 0.4 0.3 0.5 0.0 0.1 0.0
アイルランド 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
アルゼンチン 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
ブルガリア 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
コスタリカ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
ペルー 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
ウルグアイ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
その他 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0
米サモア 0.0 0.0 0.0 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
グアテマラ 0.0 0.1 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
フィンランド 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
ベリーズ 0.0 0.0 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
スワジランド 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
マルタ 2.9 2.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
チュニジア 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
バヌアツ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
ロシア 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
合計 1,544.1 1,667.7 1,694.9 1,675.5 1,635.3 1,905.7 1,962.1 2,113.0 2,436.6 2,400.1  
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※ソース等の調味料は、HS コード 2103.10-1000：醤油（ウナギ調理用）、2103.10-9000：

その他の醤油、2103.10-0000：醤油、2103.20-0000：トマトケチャップその他のトマトソ

ース、2103.30-0000：マスタードの粉及びミール並びに調整したマスタード、

2103.90-1000：マヨネーズ・サラダドレッシング、2103.90-2000：カレーソース、

2103.90-3000：味噌、2103.90-4000：キンモクセイのペースト、2103.90-9010：一般的な

料理用アルコール飲料、2103.90-9011・2103.90-9012：料理用ワイン、2103.90-9020：料

理酒、2103.90-9000・2103.90-9090：2103 項に含まれるその他のものとした。 
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図 3.8-17 台湾における国別ソース等の調味料輸入先の推移（金額（百万 NT ドル）、上

位 10 カ国）30 

 

上述のように日本の製造業者が現地や第三国で製造・輸出する事例も多いことから、国

別輸入額から競合状態を論じることは難しい。 

菓子市場については、日本側の輸出業者に対するインタビューによると、近年は韓国が

売れ行きの良い商品に絞り込んで大量生産・輸送することでコストを下げているため、そ

れらが日本産の一部の菓子と競合することがある模様である。ただし、表 3.8-6 を見る限

りでは韓国からの輸入金額は減っているため、競合が起きているのはあくまで一部の商品

のみであり、菓子類の貿易額を大きく左右するには至っていないと推察される。 
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また調味料類については、だしの素やつゆ等、日本独自の商品が多くを占めていると考

えられ、現時点では米国産などと比べて住み分けができており、直接大きな競合が発生す

る状況にはないものと推察される。徐々にではあるが近年も輸出額が伸びており、加工食

品の中ではもっとも有望な品目と言えるであろう。51 

 

(3) 今後の需要の伸びの検討 

加工食品全体で見ると、ここ数年は円高の影響もあって輸出量の伸びが若干停滞気味で

ある。今後も、価格面で競合品目と競り合っていくのは困難であると考えられるので、引

き続き日本独自の品目を主体として輸出を続けることで、競合を回避しつつ徐々に輸出量

を伸ばしていくことが現実的な方策であると考えられる。 

その際、菓子類、調味料類ともに、住み分けを維持するために日本産品としての独自性

は保ちつつも、台湾人の嗜好に合致した製品の開発・輸出を試みることも有効である考え

られる。現状では、日本国内向けに生産されたものをそのまま（或いは一部パッケージ等

を変えて）輸出しているケースが多いが、たとえば台湾向けに新たな味付け・フレーバー

の新商品を開発することで、いっそう消費者に受け入れられる可能性が高まるであろう。

ただし、台湾向けといっても、完全に台湾風にしてしまうと現地産産品と競合してしまう

ので、あくまで日本風であることは堅持すべきであろう。また、消費者の塩加減や甘さな

どの嗜好は日本と台湾とでは異なると想定されるため、現地消費者の味付けの好みを事前

に調査した上で、同じ商品であっても台湾向けには味付けを変えることも方策として考え

られよう。 

ただし、以上の方策を実施する場合、企業によっては日本国内で生産して輸出する（Made 

in Japan）よりも、現地或いは第三国に生産拠点を構えた方が効率的となるかもしれない

（Made by Japan）。その場合、日本からの輸出増大には繋がらないことになるので、留

意が必要である。だが、そもそも加工食品については、海外向けの需要が伸びると、より

生産・流通コストの安い現地（或いは第三国）に製造拠点を移すという動きが一般的に見

られる。それに伴って日本からの輸出は減少することになるが、日本企業の利益に繋がっ

ていることに変わりはなく、また（日本産でなくとも）日本ブランドの浸透には大きな影

響があると考えられる。そのため、単に輸出量が下がるからといって、現地（或いは第三

国）生産の流れを否定的に捉えることはできないであろう。 

また、日本からの輸出拡大に貢献しているという点はあるが、並行輸出品が多く出回っ

ている点にも留意が必要である。並行輸出が常態化していると、仮に先般の震災及び原発

事故のような異常事態が発生した際、メーカー側が懸念のある商品の輸出を停止して安全

                                                  
51 なお、対象品目ではないが、乾燥麺（インスタント麺）については、日本の加工技術に

対する現地での信頼があるため、現地や第三国で生産されたものであっても日本ブラン

ドに対する評価は概して高い模様である。 
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が確認された商品のみを輸出したとしても、現地消費者の不安が拭えず結果として大きな

被害を蒙ってしまう危険性がある。また、ブランド管理や品質管理という点でも日本側で

コントロールができないことが多いため、並行輸出品をどのように位置づけるかは、今後

の課題であろう。 

 

ポイント 台湾（加工食品） 

 市場の概況 

・ 調味料類など日本独自のものは競合が少なく輸出が伸びているが、菓子類などは、

韓国産、中国産、台湾産等と一部で競合している。また、並行輸出品や、日本メ

ーカーにより現地・第三国で生産された製品も多く流通している。 

・ 多数の輸入業者及び卸売業者（両者を兼ねる会社もある）が存在する。品目によ

り扱っている業者がそれぞれ異なり、商流も多種多様である。また小売について

は百貨店から量販店、コンビニエンスストアまで広く分布している。 

 課題 

・ 主な輸出阻害要因は、円高及び（一部品目については）競合品の高品質化である。

 今後の需要見込み・対応 

・ 日本向け製品をそのまま輸出するのみではなく、台湾人の嗜好に合致した製品の

開発・輸出を試みることが有効と考えられる。 

・ 並行輸出品、及び日本メーカーの第三国及び台湾での生産品を、日本産品の輸出

拡大を考える上でどう位置付けるかが、課題である。 

 

 




